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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 （千円） 151,591 695,023 1,470,047 1,352,721 1,485,712 1,582,433 

経常利益又は経常

損失（△） 
（千円） △104,123 △111,495 △44,738 △89,384 81,402 208,756 

当期純利益又は当

期純損失（△） 
（千円） △104,334 △113,786 △44,271 △89,914 73,782 194,801 

持分法を適用した

場合の投資利益 
（千円） － － － － － － 

資本金 （千円） 380,000 702,500 702,500 300,000 300,000 794,190 

発行済株式総数 （株） 7,600 11,900 11,900 11,900 11,900 14,526 

純資産額 （千円） 275,665 806,879 762,607 672,693 746,475 2,197,329 

総資産額 （千円） 324,029 907,274 1,086,181 846,732 970,093 2,478,171 

１株当たり純資産

額 
（円） 36,271.76 67,804.97 64,084.69 56,528.84 62,729.04 151,268.75 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり

中間配当額） 

（円） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－)

１株当たり当期純

利益金額又は１株

当たり当期純損失

金額（△） 

（円） △17,704.84 △10,317.72 △3,720.29 △7,555.84 6,200.19 16,023.84 

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額 

（円） － － － － － 15,829.82 

自己資本比率 （％） 85.1 88.9 70.2 79.4 76.9 88.7 

自己資本利益率 （％） － － － － 10.4 13.2 

株価収益率 （倍） － － － － － 102.97 

配当性向 （％） － － － － － － 

営業活動によるキ

ャッシュ・フロー 
（千円） － － － △170,680 246,931 △10,827 

投資活動によるキ

ャッシュ・フロー 
（千円） － － － △7,434 △14,346 △107,970 

財務活動によるキ

ャッシュ・フロー 
（千円） － － － － － 1,255,880 

現金及び現金同等

物の期末残高 
（千円） － － － 383,994 616,580 1,753,662 

従業員数 

（外、平均臨時雇

用者数） 

（人） 
29 

(－) 

67 

(－) 

80 

(－) 

85 

(－) 

92 

(－) 

113 

 (－) 



 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．当社は平成12年７月25日設立のため、第１期の決算期間は平成12年７月25日から平成13年３月31日までの８

ヶ月と７日間であります。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４．第１期から第５期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権等の残高はあり

ますが、当社株式は非上場であり期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

５．第１期から第５期までの株価収益率については、当社株式は非上場であるため記載しておりません。 

６．当社は持分法を適用すべき関連会社をもっておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益については

記載しておりません。 

７．１株当たり配当額及び配当性向については、当社は配当をしておりませんので記載しておりません。 

８．第４期以降の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の2の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を

受けておりますが、第１期、第２期及び第３期につきましては、当該監査は受けておりません。 

９. 臨時雇用者の総数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

１０. 第３期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業

会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 



２【沿革】 

年月 事項 

平成12年７月 システム開発、ビジネスモデリング及びITガバナンス・サービスを中心とするナレッジベース・ソ

リューション事業の展開を目的として、東京都港区虎ノ門に資本金10,000千円をもってウルシステ

ムズ株式会社を設立しました。 

平成12年８月 第1回及び第2回第三者割当増資(合計150,000千円)を、Warburg, Pincus International  

Partners, L.P.を主な引受先として実施し、同社が当社の筆頭株主(46.8％)になりました。 

平成12年９月 WP Japan Holdings, L.L.C.が、Warburg, Pincus International Partners, L.P.等から当社株式

を買い取るとともに、当社の実施した第3回第三者割当増資(220,000千円)の主な引受先ともなり、

同社が当社の筆頭株主（78.9％）となりました。 

平成13年６月 第4回第三者割当増資（645,000千円）を、WP Japan Holdings, L.L.C.を主な引受先として実施し

ました。 

平成13年８月 本社を東京都中央区晴海(現住所)へ移転いたしました。 

平成15年12月 WP Japan Holdings, L.L.C.保有の当社株式について、当社代表取締役漆原茂を中心とした経営陣

が買い取り、漆原茂が筆頭株主になりました。 

また、プロダクトベース・ソリューション事業を本格的に開始しました。 

平成16年１月 欠損填補を目的とした402,500千円の無償減資を実施し、資本金を300,000千円としました。 

平成17年９月 当社初の販売目的のソフトウェアUMLaut/J-XMLの販売を開始しました。 

平成18年２月 ジャスダック証券取引所に当社普通株式が上場しました。 



３【事業の内容】 

＜事業の概要及びその目的＞ 

 現在、当社では事業ドメインを下記に記載の「戦略的IT投資領域」に定め、IT技術と業務分析・システム設計力を駆

使し、顧客本位のIT戦略の立案やその実行を支援するプロフェッショナル・サービスを中心とするナレッジベース・ソ

リューション事業とナレッジベース・ソリューション事業で培ったノウハウ等をソフトウェア製品として開発し、それ

をライセンス提供等するプロダクトベース・ソリューション事業（ソフトウェアの開発・販売事業）を展開していま

す。 

 当社独自の用語である「戦略的IT投資領域」は、顧客企業の実施するIT投資をその目的別に分類したもので、その他

の投資領域との比較で図示すると下記のとおりです。 

 上記「戦略的IT投資領域」における顧客企業のIT投資には、以下の特徴があります。 

①（ITの事業戦略への適合性）この領域では、当該IT投資が顧客企業の事業戦略と密接に関わっているために、いわゆ

る「パッケージ製品」が適合しづらい領域です。このため、顧客企業の事業戦略の理解や業務の適切な分析・変更

設計及びITの適用局面の分析並びにこれに対応したシステム設計がもっとも重要な要素になります。（当社では

「戦略・業務とITの融合」といいます。） 

②（ITの先進性）この領域では、顧客企業が事業の競争優位の維持・向上のために実施するIT投資であるために、費用

低減や事務省力化を目的とするIT投資と比べて先端技術の適用意欲が旺盛です。 

③（ITの自立性）この領域では、システムサービスイン後も経営環境の変化に対応することが常に強く要求されるた

め、外部ベンダー主導ではなく、CIO(※１)を中心とする自社内での自立的なIT戦略の立案とその実行力がいわゆ

る非戦略的IT投資領域と比較して強く要求されます。 



 当社では、このような特徴がある領域において、中立独立というポジショニングで、且つIT技術と業務分析・シス

テム設計力により顧客企業のIT戦略の立案及びその実行支援サービスを継続的に提供し、これを通じて、顧客企業の

健全なIT化に貢献することを事業の目的としています。 

 当社の事業の系統図を示すと以下のとおりです。 

［事業系統図］ 

＜事業の内容とその競合優位性＞ 

前述のとおり、「戦略的IT投資領域」では、ITの事業戦略への適合性、ITの先進性及びITの自立性が、他の投資領域

よりも強く望まれるため、提供するサービスは、システム工学に裏打ちされたIT技術（適用技術、分析能力等）と業界

知識・ノウハウが融合することが必須条件となります。このため、当社では創業期から個々のプロジェクトの実行で得

た技術や業務分析のノウハウをUMLaut（ウムラウト）(※２)として体系化し、蓄積し、社内で共有化することにより、

組織的にこれを活用しています。情報サービス業界でも、このようなレベルで事業を展開し、中立独立という顧客にと

って最適のポジションでサービスを提供できることが、当社の特徴であると認識しております。事業の具体的な内容は

下記のとおりです。 



①ナレッジベース・ソリューション事業 

専門的知識と経験を有する当社のプロフェッショナル・スタッフが、IT戦略の立案及びその実行支援サービスを顧客

企業に対して実施する事業です。当該事業は労働集約的な要素が多くなりがちな事業領域ですが、当社では、UMLaut

（ウムラウト）を基盤に、ナレッジ集約的な事業として展開しており、既存の労働集約的なプロフェッショナル・サー

ビスと比較して効率的且つ高品質なサービスの提供を実現してきました。各々のサービス名とその内容は以下のとおり

です。なお、これらのサービスは一連の事業展開のなかで、個別・単体で提供されるケースは少なく、顧客の要求に応

じて並行して、あるいは区別なく提供するケースが多くなっています。 

＜ビジネスモデリング・サービス＞ 

事業戦略を実現するために、現状の課題分析等を通じて事業、組織、業務のあるべき姿を描き出し、そのITに

よる実現のためのシステムの要件定義、実行計画の立案等を行うサービスです。経営上の課題を見据えること

で、その解決のための合理的で実現可能な業務システムの要件につなげてゆきます。 

＜ITガバナンス・サービス＞ 

ビジネスモデリングを基点としたITによる経営革新を継続的に実施できるようにするため、技術的・組織的な

基盤作りを支援するサービスです。具体的には、高品質のシステムを構築するためのIT標準化、開発あるいは

プロジェクト管理を行う人材の育成及びシステム構築までに必要な技術の移管・定着等を通じて、顧客企業が

主体的にIT化を推進できる環境を整備します。 

＜先端システム開発サービス＞ 

ビジネスモデリングで得られた業務システム要件を最先端の技術や開発手法を用いて具体化するサービスで

す。高度な要件の実現のためのシステムモデリング、最大限の性能を引き出すシステムアーキテクチャの設計

及び短期間での高品質なシステムの構築等を行います。 

（各サービスの概念図） 

②プロダクトベース・ソリューション事業 

 UMLaut（ウムラウト）として蓄積された、業務上、技術上の種々のノウハウをベースに自社内で一定の研究テーマを

設定し、研究開発をすることでプロダクトを完成させ、ライセンス等の形態で顧客企業に提供する研究開発型事業で

す。現在、以下の２つのテーマについて研究開発を実施しています。 

＜UMLaut/SWF（ソフトウェアフレームワーク）＞ 

UMLaut/SWF（ソフトウェアフレームワーク）とは、システム開発の生産性と品質向上を主目的とした汎用的な

ソフトウェア製品であり、コア機能と自動生成ツールから成ります。 

コア機能は、企業の基幹システムにおいて、業種や業態によらない汎用的な制御機能をサポートするソフトウ

エア部品群です。このコア機能は、セキュリティ制御や、画面制御、日本語処理、データベース制御、メール

送受信などから構成されます。こうした制御機能に関して、当社では設立以来積み重ねてきた大手企業の基幹

システム構築の実績から得たノウハウをコア機能として集約してきました。 

自動生成ツールは、ビジネスアプリケーションの中で大きな割合を占める画面入力項目制御と、データベース

制御部分に関して、上流工程の定義情報を元に自動的にソースコードを生成する機能を備えています。この自



動生成ツールは、開発生産性向上のみばかりでなく、品質向上と標準化による保守性向上にも大きく寄与しま

す。 

＜UMLaut/J-XML＞ 

UMLaut/J-XMLは、当社が研究開発を進めている企業内の業務システムと取引先企業のシステムとの間でインタ

ーネットを使ったデータ交換を可能にする次世代のXML-EDI（※３）システムです。 

財団法人流通システム開発センターにより策定されている流通業分野における企業間メッセージ標準の

JEDICOS-XML（※４）に対応しており、導入企業に柔軟且つ高速・低コストの通信インフラを提供すること

で、日本の流通業界の発展に寄与するものです。計画詳細については、「第２事業の状況 ６研究開発活動」

をご参照下さい。 



③各事業の展開とUMLaut（ウムラウト） 

 専門性の高いプロジェクト（フラグシップ案件）の遂行によって得られた業務上、技術上のノウハウや知見をまとめ

た当社独自の方法論であるUMLaut（ウムラウト）は、当社の事業展開上の重要な基盤といえます。UMLautとして蓄積

し、共有化された種々の技術ノウハウは、日々の業務活動ばかりでなく、人材育成・出版を中心とする社内活動、

UMLaut/SWFやUMLaut/J-XMLなどの新たなプロダクトの研究開発活動等、将来の収益獲得に寄与するあらゆる重要な活動

に利用され適用されています。これらの一連の事業展開のイメージ図は、下記のとおりです。 

＜用語説明＞ 

※１ CIO（Chief Information Officer） 

 CIOとは、企業内の情報システムや情報の流通を統括する担当役員のことです。情報システムの構築や運営に関する技

術的な能力だけでなく、そうして得られた情報を基にCEO(最高経営責任者)ら経営陣に対して適切な報告・助言を行なう

ことも求められ、経営戦略に関する深い理解と能力も必要とされています。 

※２ UMLaut（ウムラウト） 

UMLaut（ウムラウト）とは、当社が設立以来サービスを円滑に進めるために獲得してきた知見とノウハウをまとめた当

社独自の方法論のことです。 

※３ XML-EDI 

 XML-EDIとは、データを送受信するためのフォーマットにXMLを採用したインターネットEDI

（Electronic Data Interchange）のことです。従来のEDIは、低速の専用線を用いて固定長の単純なデータ転送を行うも

のでした。XML-EDIでは、インターネットを使うことにより通信の高速化を実現すると共に、拡張可能な構造を持つXMLフ

ォーマットを使うことにより企業間でのシステムの高度な連携が可能になります。 

※４ JEDICOS-XML 

 JEDICOS-XMLとは、国内の流通業界の企業間で各種情報(発注や受領等)の交換をEDIにて行う場合に使用する標準メッセ

ージのセット(XML文書)のことであり、財団法人流通システム開発センターにてメッセージフォーマットのメンテナンス

が行われています。国際標準であるUN/EDIFACTに準拠しつつ、日本独自の商習慣に対応するよう考慮されています。 



４【関係会社の状況】 

 該当する関係会社はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

  （注）１．上記従業員数は就業員数を表示しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．臨時雇用者の総数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

４．従業員が当期中において21名増加しておりますが、これは業務拡大に伴う採用によるものです。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  平成18年3月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

113 33.8 2.4 7,272,371 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日）のわが国経済は、原油高騰等の不透明要因があるもの

の、企業部門での財務・事業両面でのリストラクチャリングの進展による収益力の向上が雇用環境の好転を通じて

家計部門にも波及し、一時の踊り場局面から緩やかな回復基調で推移しました。当社の属する情報サービス業界に

ついても、企業収益力の向上を背景に大企業ばかりでなく中小企業までＩＴ投資意欲は次第に活発化してきてお

り、昨年度からの緩やかな回復局面を維持しています。しかしその一方で、顧客企業のＩＴ投資への選別眼は非常

に厳しいものとなっており、要求水準の上昇や投資対象の絞込みの傾向は依然続いております。このような事業環

境を背景に、顧客企業内でのＩＴ部門はその役割をより戦略的な位置づけに移行しようとしており、自立的なＩＴ

戦略の立案能力やその実行能力への要求が拡大してきております。 

このような環境の中、当事業年度の経営成績は下記のとおりとなりました。 

売上高   1,582,433千円（前年同期比6.5％増） 

経常利益  208,756千円（前年同期比156.5％増） 

当期純利益  194,801千円（前年同期比164.0％増） 

 当事業年度の業績について特筆すべき点は下記のとおりです。 

① 当社の基幹事業であるナレッジベース・ソリューション事業では、昨年度から引き続き流通業、製造業及び情

報サービス業を中心とする顧客企業の戦略的ＩＴ投資領域へのサービス提供に経営資源を集中することにより

顧客企業の潜在ニーズを積極的に掘り起こし、堅調に引き合いが推移しました。この結果、ナレッジベース・

ソリューション事業の売上高は前事業年度比12,433千円増加（0.8％増加）の1,485,495千円と過去最高を記録

しました。 

② プロダクトベース・ソリューション事業では、昨年度から1年にわたり集中的に研究開発投資を続けてきた

UMLaut/J-XMLが完成し9月から販売が開始されました。UMLaut/J-XMLは、当社にとって初めての外部販売目的

のプロダクトであり、流通業で業務・技術両面で蓄積してきた当社ノウハウの集大成の1つであります。今

後、販売網を早急に確立し流通XML-EDI市場でのシェア獲得に経営資源を投入していく予定です。これによ

り、当該事業の売上高も前事業年度比84,288千円増加（666.3%増加）の96,938千円と過去最高となりました。

③ 研究開発活動については、上述のUMLaut/J-XMLへの集中投資が継続し、予定通り当事業年度にプロダクトを完

成することができました。 

④ 平成18年2月21日にジャスダック証券取引所に当社普通株式を上場するとともに、公募増資を実施し、

1,202,500千円を調達いたしました。この成長資金は、上記事業の更なる加速のために研究開発資金及び設備

投資資金並びに運転資金として投入していく予定であります。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況につきましては以下のとおりです。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローについては、前事業年度比大幅な増益になったものの売掛債権の増加等によ

り前事業年度の246,931千円の純収入から10,827千円の純支出に転じました。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、販売用ソフトウェア（UMLaut/J-XML)への投資加速により無形固定資産

への支出が大幅に増加し、前事業年度の14,346千円の純支出から107,970千円の純支出へと支出が大幅に増加いた

しました。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、1,255,880千円の収入となりました。これは、ジャスダック証券取引所

  への上場に伴う公募増資とその後の新株予約権等の行使によるものです。 

 以上の結果、当事業年度末における現金及び現金同等物の増加額は1,137,082千円となり、現金及び現金同等物

  の残高は1,753,662千円（前事業年度末比184.4%増）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

①前事業年度の生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

②当事業年度の生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 ①前事業年度の受注状況を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．受注高及び受注残高は作業指示書入手済みの案件を記載いたしております。 

  

②当事業年度の受注状況を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．受注高及び受注残高は作業指示書入手済みの案件を記載いたしております。 

事業別 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

前年同期比（％） 

ナレッジベース・ソリューション事業（千円） 835,562 72.8 

プロダクトベース・ソリューション事業（千円） 66,269 286.0 

合計（千円） 901,831 77.0 

事業別 
当事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ナレッジベース・ソリューション事業（千円） 795,972 95.3 

プロダクトベース・ソリューション事業（千円） 124,539 187.9 

合計（千円） 920,512 102.1 

事業別 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年3月31日） 

受注高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

ナレッジベース・ソリューション事業 1,525,416 105.9 346,875 118.0 

プロダクトベース・ソリューション事業 12,650 210.8 － － 

合計 1,538,066 106.4 346,875 118.0 

事業別 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

受注高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

ナレッジベース・ソリューション事業 1,404,478 92.1 265,857 76.6 

プロダクトベース・ソリューション事業 96,938 766.3 － － 

合計 1,501,416 97.6 265,857 76.6 



(3）販売実績 

①前事業年度の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

②当事業年度の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．最近２事業年度の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業別 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

前年同期比（％） 

ナレッジベース・ソリューション事業（千円） 1,473,062 109.4 

プロダクトベース・ソリューション事業（千円） 12,650 210.8 

合計（千円） 1,485,712 109.8 

事業別 
当事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ナレッジベース・ソリューション事業（千円） 1,485,495 100.8 

プロダクトベース・ソリューション事業（千円） 96,938 766.3 

合計（千円） 1,582,433 106.5 

相手先 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ぴあ㈱ 198,250 13.3  303,000 19.1  

イーサポートリンク㈱ 20,250 1.4  298,900 18.9  

センチュリー・リーシング・シ

ステム㈱ 
38,500 2.6  197,325 12.5  

ＫＤＤＩ㈱   － －  168,500 10.6  



３【対処すべき課題】 

 原油をはじめとする素材価格の急上昇、イラク情勢の不安定化等の実体経済に対する不安定要因がいまだ多数存在

しておりますが、このところの堅調な設備投資や雇用情勢の好転により個人消費も底堅さを示し始めており、国内景

気は本格的な回復の条件が整いつつあります。 

情報サービス産業においても、雇用情勢の改善や受注単価の上昇等の明るい材料が見られはじめており、当面は非製

造業を中心とするユーザー企業の投資意欲の改善が続いていくものと考えています。特に、当社が注力しております

ユーザー企業の「戦略的IT投資領域」におけるIT戦略の立案、実行支援サービスに特化した高付加価値サービスは、

ユーザー企業の投資の視点が、事業の選択と集中に伴う費用削減から新たな戦略的収益の獲得へと移行している経営

環境を追い風に急速に拡大を続けると同時に、顧客企業の当該サービスに対する要求水準も高度化してくるものと考

えております。このような経営環境のなか、当社が対処すべき最重要課題は下記のとおりと認識しております。 

①プロフェッショナルスタッフ数の拡充 

ナレッジベース・ソリューション事業推進の主役を担う優秀なプロフェッショナルスタッフが慢性的に不足して

おります。上場を通じての認知度の向上に加え、人材紹介会社との連携強化を今後一層図っていく予定ですが、

労働市場がいわゆる「売り手市場」にある状況のなか、他社のそれと同様に採用活動は苦戦を強いられていま

す。経営資源のより戦略的な配分等を含め採用計画を達成するための諸策を打っていく予定です。 

②安定的な収益源の拡充 

顧客企業の「戦略的IT投資領域」における潜在的なニーズを掘り起こし、リピーター企業の割合を高水準に維持

することがナレッジベース・ソリューション事業の安定的な収益基盤となっています。今後は、サービス内容の

深耕や横展開に加えて、営業体制のさらなる強化と外部の協力会社との連携等を通じて新たなフラッグシップ案

件を獲得し、安定的な収益基盤を拡充して行く予定です。 

③プロダクトベース・ソリューション事業への経営資源の集中投資 

UMLaut/J-XMLの市場投入に伴い、今後販売網の整備とプロダクトの更なるバージョンアップが求められてきま

す。市場のシェアをいち早く獲得するため、営業・開発両面への経営資源の集中投資を継続すると同時に、今後

はマーケティング活動の強化を通じて市場での認知度向上にも努めていく予定です。 

④品質管理活動の改善活動 

社内基幹システム“ＰＡＳ”を中心とするインフラ面での整備や、社長直轄の内部監査室によるプロジェクトの

横断的なリスクチェックの適用等順次改善してきたプロジェクトの品質管理の改善活動ですが、既存業務の拡大

やUMLaut/J-XMLの本格的な販売開始等の事業内容の変化もあり、これらに迅速に対応すべく引き続き品質管理面

でのノウハウの体系的な蓄積・共有化活動に注力し、問題点の早期検出と早期解決に努めていく所存です。 



４【事業等のリスク】 

  以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載しております。当社は、 

 必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断の上で、あるいは当社の事業活動を理解する上で 

 重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。当社は、日頃から 

 これらのリスクの正確な把握に努め、社内組織、設備、制度や取引先との関係等を整備しリスクを低減する努力を続け 

 ており、また、リスクが現実化した場合にはその対応に最大限の努力を致しますが、当社株式に関する投資判断は、以 

 下の記載事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行う必要があると考えられます。 

 なお、下記記載事項を参考にするにあたって留意すべき事項は次の2点です。 

  ①文中に将来に関する記載がある場合には、当事業年度末現在において当社の認識を基礎とした記載であり、将来の 

   環境の変化等によって当該認識は変化する可能性があります。 

  ②下記の記載事項は、当社の事業又は当社株式への投資に関するリスクの全てを網羅的に記載したものではありませ 

   ん。 

  

 1. 外部環境に起因するリスクについて 

 (1) 競合優位性について 

 国内の情報サービス産業は近年特に激しい競合状態にあります。特にシステム開発（システムインテグレーション業 

 界）においては、供給過多によるデフレーション圧力は年々高まるばかりです。このような状況において当社は、次の

 施策をとることによって、情報サービス産業において独自のポジションを確立し、情報サービス産業全体の動きと一線 

 を画して事業展開を図っております。 

  ①卸小売業を中心とする流通業、素材・組立加工業を中心とする製造業及び情報サービス業に経営資源をフォーカス

   すること 

  ②これらの業界における顧客の「戦略的IT投資領域」におけるIT戦略の企画・立案・実行を、顧客の立場にたって、 

   高度なIT技術と関連業務ノウハウ（UMLaut（ウムラウト））によって支援すること 

 このような事業コンセプトに基づく当社主要事業であるナレッジベース・ソリューション事業の競合相手となる企業 

 は、現在のところ存在していないと考えています。しかしながら、このような新たな事業領域において、他社による積 

 極的な取り組みがあった場合には、その動向次第では当社の競合優位性が薄れ、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性 

 があります。 

  

 (2) 流通業、製造業及び情報サービス業におけるIT投資動向について 

 当社は事業ドメインを、流通業、製造業及び情報サービス業を主な事業とする顧客の「戦略的IT投資領域」に絞り、IT 

 戦略の立案及びその実行支援サービスに経営資源を集中的に投入し、この領域における先駆けとなるべく事業を拡大 

 してまいりました。 

 当面の事業方針についても、当社がターゲットとする顧客の事業のセグメントという意味では大きな変化は考えておら 

 ず、今後流通業、製造業及び情報サービス業に属する顧客層に対する水平展開及び深耕を実施することにより、むしろ 

 当社の業績と流通業、製造業及び情報サービス業におけるIT投資動向の連動性は高くなるものと考えられます。したが 

 って、流通業、製造業及び情報サービス業における外部又は内部環境の変化により既存顧客もしくは潜在顧客のIT投資 

 動向に変化が生じた場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 (3) 急激な技術革新への対応について 

 当社の競争力の源泉は、「戦略的IT投資領域」における顧客の高度な要求にスムーズに対応できる高度なIT技術と、こ 

 れを適切な局面で適用するためのアイデアを着想し実行するノウハウにあります。一方、このような顧客の収益力に直 

 結する「戦略的IT投資領域」におけるIT技術の革新のスピードはめざましいものがあり、当社の競争力維持ばかりでな 

 く顧客の競争力維持・向上のためには常に最新のIT技術とノウハウの維持とアップデートが必要になります。当社とし 

 ては、組織的に「UMLaut（ウムラウト）」として最新IT技術の導入・適用並びにノウハウの蓄積を行っていますが、当 

 社が想定している以上にIT技術の著しい進歩があった場合には、当社がこれに十分な対応を行えるか否かは不透明であ 

 り、当社が十分な対応をできない場合には、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

 2. 当社固有のリスクについて 

 (1) プロジェクトのリスク管理体制について 

 プロジェクトの提案・受注・実行及びこれらを支援する業務は当社企業活動の主要な部分を占めており、これら一連の 

 活動から発生する種々のリスク(見積りリスク、信用リスク、契約内容に関するリスク、人繰りに関するリスク、プロ  



 ジェクト管理に関するリスク、品質に関するリスク、外注管理リスク等)を回避又は管理することは当社経営上の重要 

課題の1つとして認識しています。このため、プロジェクトを直接運営する各事業部による内規に基づいた厳格なレビュ

ー等に加え、社長直轄に内部監査室を設置し、これらのリスクを全社的な見地から把握・管理する体制を整備し運営し

ております。 

 現在の事業規模と事業内容を考慮すると現体制で十分機能しておりますが、現状のリスク管理体制に甘んじることなく 

 将来の事業拡大や事業内容の変化に備え、組織的にリスク把握や解決手段に関するノウハウや経験を蓄積しこれを社内 

 で共有しています。しかしながら、これらのリスク管理体制の能力の向上には一定の時間を要するものであり、将来の 

 事業拡大や事業内容の変化(特に、プロダクトベース・ソリューション事業の拡大)が想定以上に速く進んだ場合には、 

 当社のリスク管理体制が有効に機能しない可能性があり、この場合には当社の円滑な事業拡大や経営成績に影響を与え 

 る可能性があります。 

  

 (2) 検収時期等の遅延による経営成績への影響について 

 当社の展開するナレッジベース・ソリューション事業の各サービスの契約形態の一部には請負契約が含まれておりま 

 す。当該請負契約のプロジェクトの売上計上は顧客の受入検査による「検収」を前提としております。当社では、当該 

 検収を予定通りに受けることができるように、プロジェクト管理及び品質管理について厳しい内規を定め運用しており 

 ますが、プロジェクトの進捗状況や顧客の都合等により検収時期が半期末もしくは期末を越えて遅延した場合には、当 

 社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 (3) 投資目的のプロジェクト発生の可能性について 

 当社では、顧客企業の高い要求水準に対応できる高いIT技術を組織的に維持・拡大していくため、先進性や革新性さら 

 には将来の利用可能性等の観点から有望なIT技術の獲得には非常に貪欲であり、これらの技術の獲得のために意図的に 

 収益性の非常に低い（投資目的の）プロジェクトを受注する場合があります。このような中長期的な競争力維持・向上 

 のための投資目的プロジェクトの受注も想定して全体の収益計画に織り込んでおりますが、想定を上回る低採算のプロ 

 ジェクトが発生した場合には、短期的な経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

 (4) システム開発に関する工数見積リスクについて 

 国内外のシステム・インテグレーター各社がしのぎを削る受託システム開発業界においては、供給過多の状態が長年続 

 いており激しい受注競争が続いております。競合の多いケースでは、受注活動を優先し、顧客のシステム要件が確定し 

 ていない段階でも一括請負形態による契約の締結が行われているケースがあります。請負契約は、一定の納期におい 

 て、一定の品質以上での仕事の完了（システムの納品）を顧客に対して約する契約であり、作業開始時の開発作業量の 

 見積もりを誤ると大幅なコストオーバーランや作業遅延もしくはこれに伴う損害賠償責任が生じる可能性があります。 

 当社においても、先端システム開発サービスのみの提供にあたっては常にこのようなリスクにさらされており、過年度 

 において複数のプロジェクトで損失計上を余儀なくされました。このようなリスクに対処するため、当社では、UMLaut 

 （ウムラウト）として蓄積してきた流通業、製造業及び情報サービス業を中心としたノウハウと経験を十分生かせ、且 

 つ先端のITテクノロジーを適用できる参入障壁が高い開発案件にフォーカスしたり、可能な限り作業及び契約を細分化 

 し、顧客の要件が明確化してから請負契約を締結する等の内部ポリシーを設定することによりリスクを回避していま 

 す。しかしながら、こうした対処によっても全てのリスクを回避することは困難であり、将来において不測の事態が発 

 生した場合、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 (5) 瑕疵担保責任及び品質保証引当金について 

 ナレッジベース・ソリューション事業における先端システム開発サービスに係るプロジェクトでは、顧客との間で主に 

 請負契約を締結しております。当該契約には一般に顧客による受入検査に基づく検収の後にも必要に応じて一定期間無 

 償で役務の提供を実施する旨約した瑕疵担保条項が含まれており、当社ではこのような売上後の追加原価に備えて、当 

 社内規に従い品質保証引当金を計上しております。追加原価の最大の発生要因である不具合（いわゆるバグ）は完全に 

 解消することは不可能といわれており、当社としては、不具合発生の低減のために、品質維持・向上活動に注力し、且 

 つそれでも発生する場合の追加原価に対応する品質保証引当金を見積もり計上していますが、実際のプロジェクトで発 

 生した瑕疵等の補修費用が見積もり額を超える場合には、当該引当金の追加計上が必要となり、当社の経営成績に影響 

 を与える可能性があります。 

  

 (6) 新規事業への展開について 

 当社は、プロダクトベース・ソリューション事業の新たなプロダクトとして平成17年9月からUMLaut/J-XMLの販売を開 



 始しました。これは、当社が流通業界の顧客との取引のなかで蓄積してきた業界ノウハウと当社が保持するIT技術が融 

 合し、流通業界全体のインフラストラクチャーを向上させることを目的としたミドルウェアパッケージです。今後、当 

 社としては、流通EDI市場におけるシェア獲得のため早急に販売・開発体制の整備を実施していく予定です。しかし、 

 当該事業領域は未だ発展途上の段階にあり、当社が期待するほどの需要が見込めない可能性や、当社の対応の遅れ、競 

 合の出現、技術の陳腐化等が発生する可能性も否定できません。 

  

 (7) 人員の確保と育成について 

 当社は、平成18年3月31日現在役員6名（非常勤監査役含む）、従業員113名からなる事業体であり、このうちナレッジ 

べース・ソリューション事業及びプロダクトベース・ソリューション事業を構成する各サービスの提供を実施するスタ

 ッフは93名（第1事業部から第4事業部合計スタッフ人数）です。特にナレッジベース・ソリューション事業について 

 は、労働集約的な要素を極力排除しておりますが、当社のプロフェッショナル・スタッフの数が当社の売上の額を決定 

 する大きな要因の１つになると考えられます。従って、今後当社が事業を拡大するためには、既存のスタッフに加えて 

 当社のナレッジベース・ソリューション事業に関して業務遂行能力を有する人員の確保が重要課題となります。また、 

 これと同時に、人員の育成と定着率の向上が不可欠です。このため、当社では各人の適性とキャリアプランを考慮した 

 人材の配置、透明性の高い人事考課の徹底及びストックオプション制度等の諸施策を実施していますが、当社のこれら 

 の施策が将来にわたって効果的である保証はなく今後退職者の増加や採用の不振等により必要な人員確保ができなかっ 

 た場合には当社の事業拡大に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

  

 (8) 業歴が浅いことについて 

 当社は、平成12年7月25日に設立されましたが、業歴が浅く且つ当社はその事業領域をいわゆる戦略的IT投資領域に特 

 化した特異な企業であるため、当社の業績に影響を及ぼすと考えられる様々な外部環境の変化について予想することは 

 現状においては、困難であると思われます。従って、今後当社が成長を続けられるか等を予測する客観的な判断材料と 

 して過年度の経営成績だけでは、不十分な面があると考えられます。 

 なお、参考情報として最近5事業年度及び当事業年度の経営成績の概要及び主な変動要因を記載すると以下のとおりで 

 す。 

 （注）上記第4期、第5期及び第6期の数値については、証券取引法第193条の2の規定に基づき中央青山監査法人の監査 

 を受けておりますが、第1期、第2期、第3期につきましては当該監査は受けておりません。 

 第1期（平成13年3月期） 

 第1期は当社設立初年度であり、約8ヶ月間の決算となりました。早くに営業体制を整え大手企業へのソリューション提 

 供を実施しましたが、会社設立の初期設備投資を行った為、経常損失及び当期純損失を計上いたしました。 

 第2期（平成14年3月期） 

 システム開発を中心とした事業を本格的に開始しました。大手企業から案件を受注し売上は大幅に増加いたしました 

 が、人員拡充に伴う採用費及びオフィス関連費用への先行投資を優先させたため前事業年度に引き続き経常損失及び当 

 期純損失を計上いたしました。 

 なお、純資産の増加は、主として平成13年6月に実施した有償第三者割当増資によるものです。 

 第3期（平成15年3月期） 

 人員増加に伴い社内組織もビジネスユニット制に移行して顧客企業への迅速な対応ができるようになりました。売上は 

 システム開発を中心に大型案件が増え、前事業年度に引き続き大幅に増加しましたが、第4四半期において不採算案件 

 が発生したことにより、多額の営業外費用を計上し、前事業年度に引き続き経常損失及び当期純損失を計上いたしまし 

 た。 

 第4期（平成16年3月期） 

 当事業年度は、従来のシステム開発中心の事業から、IT戦略の立案及びその実行支援業務を中心とする高付加価値事業 

単位（千円） 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 

 決算年月  平成13年3月  平成14年3月  平成15年3月  平成16年3月  平成17年3月  平成18年3月 

 売上高 151,591 695,023 1,470,047 1,352,721 1,485,712 1,582,433

 経常利益又は経

常損失（△） 
△104,123 △111,495 △44,738 △89,384 81,402 208,756

 当期純利益又は

当期純損失

（△） 

△104,334 △113,786 △44,271 △89,914 73,782 194,801

 純資産 275,665 806,879 762,607 672,693 746,475 2,197,329

 総資産 324,029 907,274 1,086,181 846,732 970,093 2,478,171



 へ事業の軸足をシフトし始めた重要な事業年度になりました。下半期は半期としては過去最高益を計上しましたが、上 

 期中に発生した不採算案件により、通期としては減収、経常損失及び当期純損失を計上いたしました。 

 第5期（平成17年3月期） 

 前事業年度中に実施した事業シフトにより、過去最高の売上を達成するとともに、売上総利益率が前年同期比19.7% 

 改善するなど飛躍的に収益性が向上し、設立以来初の経常黒字化及び最終利益の黒字化を達成することができました。 

 第6期（平成18年3月期） 

 ナレッジベース・ソリューション事業については、プロフェッショナル・スタッフの増員と堅調な引き合いにより着実 

 に成長を続けるとともに、プロダクトベース・ソリューション事業ではこれまで研究開発段階にあった当社初の販売用 

 ソフトウェア「UMLaut/J-XML」が完成し平成17年9月に市場に投入したことに伴い過去最高益を達成しました。 

 また、平成18年2月にはジャスダック証券取引所に当社普通株式が上場し、1,202,500千円の公募増資を実施しました。 

  

 (9) 代表取締役への依存度について 

 当社の代表取締役社長である漆原茂は、当社の設立以来、当社の経営方針や戦略の決定をはじめ、事業開発、ブランド 

 力の向上等において重要な役割を果たしております。また、漆原茂は平成15年12月に当時の筆頭株主であったWP Japan 

 Holdings, L.L.C.から当社株式の大半を買取り、平成18年3月31日現在当社発行済株式の43.1％を所有する筆頭株主で 

 もあります。当社は、事業拡大に伴い社長に過度に依存しない経営体質の構築を進めておりますが、何らかの理由によ 

 り社長に不測の事態が生じた場合、または社長が退任するような事態が生じた場合には、当社の今後の経営成績及び事 

 業展開に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 (10) 組織体制について 

 平成18年3月31日現在当社は役員6名、従業員113名からなる組織であり、ナレッジベース・ソリューション事業及びプ 

 ロダクトベース・ソリューション事業で事業を直接推進する人員102名（各事業部のスタッフ、事業部長及び営業部） 

 を支える、人事、広報、管理企画部及び内部監査室のいわゆる管理部門の従業員数は11名と現在の事業規模に応じたも 

 のとなっております。今後は、事業拡大に伴い、人員の質・量とも強化し充実した内部統制組織の構築を図っていく方 

 針でありますが、採用活動が計画通りに進まなかった場合には、事業規模に適した組織体制の構築に遅れが生じ、適切 

 な組織的な対応ができないことにより、当社の業務運営に支障が生じる可能性があります。 

  

 (11) 知的所有権及び訴訟の可能性について 

 当社の円滑な事業発展のためには、積極的な知的所有権の蓄積及び活用が重要な要素になると考えられます。当社は現 

 在のところ研究開発活動の一環として数件の特許申請及び商標登録並びに著作権登録をしており、今後も積極的に当社 

 の権利保護や収益の拡大を目的とした知的所有権の申請を実施していきます。当社の管理企画部法務グループはこれら 

 の司令塔的な役割を担っており、当該グループが特許事務所又は法律事務所等を通じて知的所有権の調査・確認及び契 

 約上の責任の限定（損害賠償責任制限条項等）を随時行っております。現時点では、当社が第三者から他人の特許権、 

 著作権、商標権等の知的所有権の侵害を理由として、また、取引先から当社に起因する過失等による契約違反を理由と 

 して、裁判上または裁判外の損害賠償等の請求を受けたという事実は存在しません。しかしながら、IT産業における知 

 的所有権の調査・確認作業も煩雑化しており、また、想定されるトラブル事例も不足しているのが実情であります。こ 

 のため、当社の調査・確認作業の遅れ、不測のトラブル等の理由により、当社が提供するサービス又は製品及び当社が 

 使用している著作物、商標等に関して第三者から知的所有権の侵害を理由とする裁判上又は裁判外の損害賠償請求又は 

 差止請求を受ける可能性があります。また、当社が提供する各種サービス及び製品に当社に起因する過失等があった場 

 合で、損害賠償責任制限条項が無いときには間接損害等まで含めた多額の賠償請求を受ける可能性があります。 

  

 (12) 新株予約権（ストックオプション）による株式価値の希薄化について 

 当社は、現在まで5回の株主総会決議に基づいて新株予約権（ストックオプション）を発行しており、平成18年3月31日 

 現在その総数は1,301個と発行済株式総数の8.96％に相当します。これらの新株予約権は株主割当ではなく従業員等に 

 対するインセンティブプランの一環として発行されているため、新株予約権の行使が行われると当社の株式価値のうち 

 既存株主持分としての株式価値は希薄化します。また、今後もインセンティブプランの一環として「ストックオプショ 

 ン制度」を継続する予定ですので、追加のストックオプションの発行は更なる既存の株主持分の希薄化を招く恐れがあ 

 ります。 

  

 (13) 情報管理について 

 当社の事業においては、その性格上、個人情報を含む顧客に関する機密情報を取り扱うケースが多くあります。当社で 



 は、これらの顧客情報について内規に基づく厳格な管理を行っており、過去に顧客情報の重大な漏洩が起きた事実はあ 

 りません。また、これらに起因する損害賠償請求を受けた事実もありません。しかし、今後顧客情報管理について何ら 

 かの問題が生じた場合には、損害賠償責任の発生や当社に対する信頼の低下等により、当社の経営成績に影響を与える 

 可能性があります。 

  

 (14) 配当政策について 

 当社は、株主への利益還元を重要な経営課題の1つとして認識しております。しかしながら、配当政策については、当 

 社が成長段階にある企業との認識から、早急な配当還元策よりも今後の事業展開に備えた内部留保の充実及び再投資に 

 よる企業価値の最大化を図ることが重要であると考え、利益を計上した平成17年3月期においても利益配当は実施して 

 おりません。平成18年3月期を含め今後も当面はこの方針に変わりはなく、再投資と事業の拡大を通じ企業価値最大化 

 に努める所存であります。 

  

 (15) 短期的な業績変動の可能性について 

 当社は全てのプロジェクトについて完成基準により売上を認識しています。そのため、いわゆる進行基準を採用してい 

 る企業と営業利益を比較すると、利益の認識が遅れる可能性が高くなりますが、確実な収益の実現のみを当社の売上と 

 して認識するという保守主義の見地から、当社では当該基準を採用しており、今後もこれを継続する方針であります。 

 さらに、個別のプロジェクトの集合体で当社の売上が構成されているという事情に鑑みれば、当社の売上認識時期は、 

 契約期間、請求時期、検収時期等に左右されることになり、業績を把握する会計期間が短くなるほど、業績のトレンド 

 が判断しにくくなる可能性があります。特に四半期の会計情報については、近年は幾分緩やかになっているとはいうも 

 のの、この傾向が強くなる可能性があります（下表参照）。このため、当社では受注高や受注残高等の補完情報を積極 

 的に開示する方針でありますが、特定の期間に極端な売上の偏重が将来発生しないという保証はなく、その場合には、 

 当社の業績の実態を必ずしも正確に反映せず、また期間比較が困難になる可能性があります。 

 参考情報（過去4ヵ年度の3ヶ月毎の売上推移表） 

  

 (16) 特定の顧客や個別プロジェクトによる業績の変動リスクについて 

 当社は、業歴もまだ浅く、また限られた経営資源を効率的に投入していく必要もあり、主要事業であるナレッジベー 

 ス・ソリューション事業における顧客は上位数社に依存する傾向が強くなっています。また、顧客に対する深掘を進め 

 てきた結果、既存顧客からのリピート受注が売上高に占める比率も平成15年3月期は44％、平成16年3月期は65％、平成 

 17年3月期は90％、そして平成18年3月期では72％と近年高くなっています。今後、積極的なプロモーション活動や上場 

 企業としての知名度及び信用力の向上をてこに、新規顧客の潜在的な需要を掘り起こし顧客の分散化を図ることにより 

 事業拡大を目指すことで、当該リスクの低減を図る方針であります。しかしながら、当面の事業規模を考慮すれば受注 

 したプロジェクトの規模や進捗状況により、一時的に売上高に占める特定顧客への依存度が高まる可能性があります。 

 したがって、当該顧客の業績変動や経営方針の変更、信用力の低下など当社が予測又は管理しにくい要因等が生じた場 

 合には、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。 

 参考情報（直近3事業年度の上位顧客3社が売上高に占める割合） 

  

（17）無形固定資産の減損処理の可能性について 

 当社初の市場販売目的のソフトウェアであるUMLaut/J-XMLが平成17年7月に製品化され平成17年9月から販売が開始され

たことに伴い、当該ソフトウェアを無形固定資産として当社の貸借対照表に計上し減価償却を開始しております。当該減

価償却に関する会計処理は、販売見込期間（3年）における見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（3年）に基づく

均等配分額を比較し、いずれか大きい金額で減価償却を行う方法を採用しております。このように、減価償却計算算定の

単位：千円 4－6月期 7－9月期 10－12月期 1－3月期 合計 

 平成15年3月期 168,355 518,540 174,877 608,274 1,470,047

 平成16年3月期 282,623 408,027 229,513 432,556 1,352,721

 平成17年3月期 390,170 252,853 535,763 306,926 1,485,712

 平成18年3月期 262,882 442,743 310,757 566,050 1,582,433

  平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 

 （A）売上高（千円） 1,352,721 1,485,712 1,582,433

 （B）上位3社に対する売

上  高合計額（千円） 
428,578 638,450 799,225

 (B)/(A)上位3社割合（％） 31.6 42.9 50.5



基礎の一部に販売見込期間と見込販売収益を用いることから、販売見込期間（3年）における販売収益が見込販売収益に

達しない場合は、減損処理が必要となる可能性があり、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当事業年度の研究開発活動は、前事業年度から引き続き下記の2つの分野（UMLaut/SWF（ソフトウェアフレームワ

ーク）及びUMLaut/J-XML）での活動に注力しました。 

  UMLaut/SWFの研究開発については、第4ビジネスユニットを中心に推進しており主に担当しているスタッフは1名か

ら2名です。UMLaut/J-XMLについては、第2ビジネスユニットを中心に推進しており主に担当しているスタッフは9名

から11名であります。 

 当事業年度において当社が研究開発活動のために支出した研究開発費の総額は45,792千円であります。なお、

UMLaut/J-XMLに関する研究開発活動については、平成17年7月にバージョン1.0の開発に着手したことにより平成17年

7月以降は市場販売目的のソフトウェアとして資産化（無形固定資産）を開始しており、研究開発費としては認識し

ておりません。 

 当事業年度での主な活動の内容をテーマ毎に示すと次のとおりです。 

１．UMLaut/SWF（ソフトウェアフレームワーク）（※1）の開発 

① バージョン５およびバージョン６の維持・拡張 

 UMLaut ソフトウェアフレームワーク バージョン5およびバージョン6を利用しているプロジェクトからの機能改

善要求の取り込みおよび不具合報告への対応を行い、一層の品質向上・安定化に努めました。 

② バージョン７の開発 

 UMLautソフトウェアフレームワークの次期メジャーバージョンとなるバージョン7の開発に着手しました。 

バージョン7では、次世代技術や業界標準になる可能性の高い以下の技術を取り込んでいます。 

 JSF(Java Server Faces)（※2）:Webアプリケーション プレゼンテーション実装技術 

 Hibernate（※3）:O/R Mapper 

 JMX(Java Management Extension)（※4） :アプリケーション管理  

 またバージョン7では、アプリケーションの生産性と品質の向上に大きく寄与するコード自動生成機能に関し

て、大幅な機能拡充を施しています。具体的には、バージョン6以前でサポートしていた、Strutsを前提にしたプ

レゼンテーション層、およびUMLaut DAOを前提にしたインテグレーション層のコード生成に加えて、JSF、

Hibernateを前提にしたコード生成機能も対応する予定です。加えて、プロジェクト固有のガイドラインに適合す

る定型的なコードを柔軟に生成する機能も提供します。 

  

 ＜用語説明＞ 

※1 UMLaut ソフトウェアフレームワーク 

会社設立時から、顧客向けソリューション構築の実践と並行して、自社のノウハウ、汎用的なソフトウェア部品の

集合体であるフレームワークを開発しています。バージョン6では、下記の6種類の機能をサポートしています。 

①UMLaut Webapp：プレゼンテーション層 

②UMLaut DAO：インテグレーション層のO-Rマッピング 

③UMLaut Util：汎用ユーティリティ 

④UMLaut Text：文字列操作 

⑤UMLaut I/O：各種リソースアクセス 

⑥UMLaut System：アプリケーションの基盤 

  

 ※2 Java Server Faces 

Java Server Facesとは、Javaの標準化団体であるJava Community Processが策定を進めているフレームワークで

す。Webアプリケーションにおけるユーザーインターフェース関連の機能をサポートしています。Webアプリケーシ

ョン用フレームワークの標準仕様はJava史上初となるため、注目を集めています。 

  

※3 Hibernate 

Hibernateとは、Javaとリレーショナルデータベースのマッピング機能を提供するオープンソースのライブラリで

す。類似のライブラリはいくつか存在していますが、実質Hibernateがデファクトスタンダードの地位を確立して

います。Java Server Faces同様Java Community Processで仕様策定が進められているEnterprise Java Beans 3に

Hibernateから多くの技術が取り入れられているため、次世代の標準仕様と最も親和性が高いライブラリとして注

目されています。 



  

※4 JMX(Java Management Extensions) 

Java 言語を利用してアプリケーションやネットワークを管理、監視するための仕組み。Java の標準化団体であ

る JCP(Java Community Process) により標準化されています。 



２．UMLaut/J-XMLの開発 

 「UMLaut/J-XML」は、流通業界において、企業内の業務システムと取引先企業のシステムとの間で、インターネ

ットを使ったデータ交換を可能にする次世代のXML-EDI（※1）システムです。流通業界における企業間メッセージ

標準であるJEDICOS-XML（※2）を用い、流通ビジネスプロセスモデル（※3）に沿ったメッセージ交換が可能とな

る、日本で初めてパッケージとなります。受発注から、物流、決済にいたる一連の取引の流れを過去にさかのぼる

ことを可能にする明細トレースなど、標準化のメリットを最大限に生かすことのできる新機能についてもいち早く

提供しています。基幹業務システムに必要となる性能、信頼性、可用性を考慮して平成16年9月から開発を進め、

平成17年9月に製品としてバージョン1.0の販売を開始いたしました。また、平成18年2月には、クライアント-サー

バ間の通信機能追加などの機能拡張を行い、バージョン1.1の提供を開始いたしました。今後も、さらなる機能拡

張や標準の変更への追随を行い、バージョンアップを行っていく予定です。 

 UMLaut/J-XMLは、大きく次の機能を有します。 

① 企業間メッセージ交換機能 

 UMLaut/J-XMLを導入している企業間で、J-XMLメッセージ及び任意のファイルを交換する機能。 

② ビジネスプロセス制御機能 

 流通ビジネスプロセスモデルに対応した情報交換を実現する機能。最先端のSOA技術(※4)を採用して、数千に

も及ぶ企業間業務フローパターンに効率的に対応することで、小売業、卸売業、メーカー、物流業など流通業に

関わる多くの企業で、このパターンに従った取引データ交換を実現できます。 

③ 既存業務システム連携機能 

 企業内の発注システムや物流システム等の既存業務システムと連携し、送受信データの受け渡しをする機能。

＜UMLaut/J-XMLの導入イメージ＞ 



UMLaut/J-XMLの導入メリットとは、 

① 次世代のXML-EDIを実現 

 UMLaut/J-XMLは、経済産業省によって策定されている企業間での交換メッセージであるJEDICOS-XMLメッセージ

に対応し、そのメッセージを使った流通プロセスモデルに従った企業間の電子商取引環境を実現します。企業間で

標準の共通メッセージフォーマットを使ったメッセージ交換を行うことにより、これまで取引先ごとにメッセージ

フォーマットがばらばらであったために必要だった、業務システム側での個別対応が不要となります。UMLaut/J-

XML間の通信には、インターネットを利用します。従来のJCA手順（※5）による専用線を利用した通信と比べ、高

速かつ低コストの通信インフラを構築することができます。 

 流通プロセスモデルには、極めて複雑で多様な日本の流通業の業務フローのすべてを網羅したパターンが含まれ

ています。「UMLaut/J-XML」では、SOA技術を採用して、これらすべてのパターンに効率的に対応することで、小

売業、卸売業、メーカー、３PL（※6）など流通業に関わる多くの企業で、このプロセスモデルに対応した取引デ

ータ交換を実現します。 

② 容易な基幹システム連携 

 UMLaut/J-XMLの導入で、これまで必要だった各取引相手に対応するための追加開発が不要になります。多種多様

な業務フローに対応するために行なわなければならないことは、既存の業務システムの入出力データを

「UMLaut/J-XML」が提供しているインタフェースに合わせることだけになります。このために必要な連携アダプタ

(業務アダプタ)を開発するためのツール群を提供しているので、現在の業務システムはそのままに、次世代の流通

XML-EDIを実現する環境を素早く実現できます。 

③ 多様な提供形態 

 大企業から中小企業まで、企業取引の規模や企業内のシステム状況にあわせた導入形態を用意しています。

ebXMLを用いたサーバ間通信の形態以外に、クライアント・サーバ型の通信形態での利用にも対応できます。ま

た、ASPサービスやVANサービスを提供するシステム環境にUMLaut/J-XMLを組み込んで、企業間の情報交換のバリエ

ーションを増やすことも可能になります。これにより、業界全体で新しい流通EDI環境を実現することを容易にし

ます。 

④ 先進機能の提供 

 受発注から物流、決済に至るまでの複数企業間の多様な業務フローを網羅しています。あらかじめ定義された複

数種類の業務フローから、受発注や物流、決済の単位ごとに取引先との業務フローを選択し、それをつなぎ合わせ

て、一貫した業務フローを実現できます。企業間業務フローの定義は取引先や取扱商品ごとに構成ファイル内で管

理され、業務フローが変わった場合でも、構成ファイルの設定変更で対応できます。 

 さらに、受発注から決済までの企業間業務フローに従った一連のメッセージ交換の際に、伝票の明細単位にトレ

ース情報を取得しています。このトレース情報を後から確認することにより、欠品や分納、未納といった業務例外

発生の確認や、これまで人手による伝票確認が必要であった決済段階での支払と請求の不一致の際の原因調査を容

易に行うことができます。今後の進展が予想される取引企業間でのリアルタイムな情報共有やICタグを用いたトレ

ーサビリティなどを可能にするための基盤を提供します。 

＜用語説明＞ 

※１ XML-EDI 

 XML-EDIとは、データを送受信するためのフォーマットにXMLを採用したインターネットEDI

（Electronic Data Interchange）のことです。従来のEDIは、低速の専用線を用いて固定長の単純なデータ転送を行うも

のでした。XML-EDIでは、インターネットを使うことにより通信の高速化を実現すると共に、拡張可能な構造を持つXMLフ

ォーマットを使うことにより企業間でのシステムの高度な連携が可能になります。 

※２ JEDICOS-XML 

 JEDICOS-XMLとは、国内の流通業界の企業間で各種情報(発注や受領等)の交換をEDIにて行う場合に使用する標準メッセ

ージのセット(XML文書)のことであり、財団法人流通システム開発センターにてメッセージフォーマットのメンテナンス

が行われています。国際標準であるUN/EDIFACTに準拠しつつ、日本独自の商習慣に対応するよう考慮されています。 

※３ 流通ビジネスプロセスモデル 

 流通ビジネスプロセスモデルとは、日本の流通業界において取引企業との間で電子的にやり取りされる、発注等の各種

情報の流れと、各企業内の情報の取扱い方を整理しパターンに分類したもので、受発注や物流、決済等のブロックに分け

て考えられています。企業間のデータの流れは、これらのパターンの組み合わせで定義することができます。 

※４ SOA技術 

 SOA（サービス指向アーキテクチャ）とは、ビジネスプロセスの構成単位をソフトウェア部品や機能として実現し、そ



れらを相互に連携させることで、企業内や企業間にまたがる大規模なシステムを柔軟に構築しようとするシステムアーキ

テクチャのことです。 

※５ JCA手順 

 JCA手順とは、現在流通業界に広く普及しているデファクト標準の通信制御手順のことです。昭和55年に日本チェーン

ストア協会(JCA)にて定められました。原則として固定長の受発注データ交換の仕組みで、公衆回線での利用を前提とし

ています。 

※６ 3PL（サード・パーティ・ロジスティクス） 

 3PLとは、企業の流通機能全般を一括して請け負うアウトソーシングサービスのことです。自身は物流業務を手がけな

い企業が、顧客の配送・在庫管理などの業務を、プランニングやシステム構築などを含め長期間一括して請け負い、外部

の物流業者などを使って業務を遂行するものです。物流業者に業務を委託するのとは違い、3PLは「荷主の物流部門」と

して振舞うため、複数の物流業者から最も荷主の利益にかなう業者を選択したり、荷主側の要望を物流業者と交渉したり

といったことが可能となります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日（平成18年6月30日）現在において当社が判断したものであ

ります。 

 (1) 重要な会計方針及び見積もり 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成しています。この財務諸 

 表の作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額並びに開示に影響を与える 

 見積もりを必要とします。経営者は、これらの見積もりについて過去の実績や現状等を勘案し合理的に判断しています 

 が、実際の結果は、見積もり特有の不確実性があるため、これらの見積もりと異なる場合があります。 

 当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５経理の状況 財務諸表等（１）財務諸表の重要な会計方針に記載し

ておりますが、特に下記に示す重要な会計方針が財務諸表に重要な影響を及ぼすと考えております。 

  

 ①品質保証引当金 

 当社では、プロジェクトの瑕疵担保期間において、契約に従い顧客に対して無償で役務提供を実施する場合がありま 

 す。このような売上計上後の追加原価に備えるため、過去の実績率に基づき計算した額及び個別に追加原価の発生可能 

 性を勘案し計算した見積り額を品質保証引当金として計上しております。当社は、プロジェクトの品質管理を最優先課 

 題とし、受注時から検収・納品まで最善の努力を傾けていますが、実際のプロジェクトで発生した瑕疵等の補修費用が 

 見積もりと異なる場合には、引当金の追加計上が必要になる場合があります。 

 ②無形固定資産 

 当社では、無形固定資産のうち、市場販売目的のソフトウェアについては、販売見込期間（3年）における見込販売収 

 益に基づく償却額と残存有効期間（3年）に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額で減価償却を行っており 

 ます。販売見込期間（3年）における販売収益が見込販売収益に達しない場合は、減損処理が必要となる可能性があり 

 ます。 

  

 (2) 経営成績 

 ①売上高 

 売上高は、前事業年度に比べ6.5％増加の1,582,433千円となり過去最高を記録しました。事業別に売上高の分析をする 

と以下のとおりです。 

 ナレッジベース・ソリューション事業においては、高付加価値のコンサルテーション中心の事業展開が進んだことから 

外注先利用の案件が減少傾向にあるものの、当社社内のプロフェッショナルスタッフの増員（77名から93名に増加） 

により、付加価値額としては前事業年度比5.1％増加しました。（下表参照） 

（事業別の売上高） 

  

 また、プロダクトベース・ソリューション事業においては、当社初の販売用ソフトウェアであるUMLaut/J-XMLの販売が 

 当事業年度中に開始されたことにより、前事業年度比666.3％増加の96,938千円と大幅に売上が伸長しました。 

 （プロダクトベース・ソリューション事業：プロダクト別売上高） 

  

 ②営業利益、売上原価及び販売費及び一般管理費 

 営業利益も、前事業年度比194.3％増加の239,725千円と過去最高を記録しました。この主な要因は、ナレッジベースソ 

  平成17年3月期 平成18年3月期 増加額 増加率（％） 

 ナレッジベース・ソリューション

事業（千円） 
1,473,062 1,485,495 12,433 0.8

 内 付加価値額（売上高－外注

費）（千円） 
1,339,600 1,408,415 68,815 5.1

 プロダクトベース・ソリューショ

ン事業（千円） 
12,650 96,938 84,288 666.3

 合計（千円） 1,485,712 1,582,433 96,721 6.5

  平成17年3月期 平成18年3月期 

プロダクトベース・ソリューション事

業（千円） 
12,650 96,938

  内 UMLaut/SWF （千円） 12,650 18,280

  内 UMLaut/J-XML （千円）  - 78,658



リューション事業におけるプロジェクト採算の向上及び外注利用の低下により、事業売上総利益率が39.1％から45.0%に 

改善していることに加え、比較的売上総利益率の高いプロダクトベース・ソリューション事業がUMLaut/J-XMLの販売開始

により対全社売上比0.9%から6.1％に拡大していることが主な要因です。事業別に売上総利益及び営業利益（貢献利益）

を示すと下記のとおりです。 

 （事業別売上総利益及び営業利益） 

 （注）プロダクトベース・ソリューション事業の販売費及び一般管理費は、研究開発費を表示しております。 

  

 ③経常利益及び営業外損益 

 経常利益は、前事業年度比156.5％増加の208,756千円となりました。営業外損益において、公開準備に伴う諸費用が 

26,671千円、新株発行に伴う諸費用が4,407千円発生したものの、上記②までの営業利益の増加がこれらの費用増加を吸

収し経常利益の大幅な増加となりました。 

  

 ④当期純利益、特別損益及び法人税、住民税及び事業税（法人税等調整額） 

当期純利益は、前事業年度比164.0％増加の194,801千円となりました。特別損益には、固定資産除却に伴う損失が 

1,903千円発生し、また、法人税、住民税及び事業税は、税務上の繰越欠損金が当事業年度解消したことにより前事業年

度比大幅に課税所得が増加し67,195千円発生したものの、上記③までの経常利益の増加に加え、税効果の認識（前事業

年度までは100％の評価引当金を計上）により法人税等調整額55,144千円（貸方）を計上したことにより当期純利益の大

幅な増加となりました。 

  

 (3) 財政状態 

 ①総資産 

総資産は、前事業年度末比1,508,077千円（155.5％）増加の2,478,171千円となりました。この主な要因は、以下のとお

りです。 

  ・（公募増資による現金預金の増加） 

   平成18年2月21日にジャスダック証券取引所に上場したことに伴い実施した公募増資により、1,202,500千円を調達 

   しました。これに伴い現金預金が1,137,082千円増加しています。 

  ・（売掛金の増加） 

   当事業年度は、前事業年度と比較して3月末に売上が集中したことにより、売掛金が前事業年度比274,061千円増加 

   しています。 

  ・（繰延税金資産の増加） 

   当事業年度において過年度生じていた税務上の繰越欠損金が全額解消され、且つ安定的な収益が将来においても合 

   理的に見込まれることから繰延税金資産を初めて認識いたしました。これにより、繰延税金資産（流動資産及び固 

   定資産）が55,144千円増加しています。 

  ・（ソフトウェアの増加） 

   当事業年度の期中からプロダクトベース・ソリューション事業の基幹製品であるUMLaut/J-XMLの開発費用を資産計 

   上の諸要件に該当したため資産計上しています。これに伴い、ソフトウェア（無形固定資産）が72,360千円増加し 

   ています。 

  

 ②負債（流動負債） 

 流動負債は、当事業年度において税務上の繰越欠損金が全て解消されたことに伴い、未払法人税等が増加したこと等に 

 より57,223千円増加しています。 

  

  
ナレッジベース・ソリ

ューション事業 

プロダクトベース・ソ

リューション事業 

研究開発費を除く販売

費及び一般管理費 
合計 

 売上高 1,485,495 96,938  － 1,582,433

 売上原価 816,405 18,972  － 835,378

 売上総利益 669,090 77,965  － 747,055

 売上総利益率  45.0%  80.4%  －  47.2%

 販売費及び一般管理費  － 45,792 461,537 507,330

 営業利益 669,090 32,172 △461,537 239,725

 営業利益率  45.0%  33.2%  －  15.1%



 ③資本 

 資本は、前事業年度比1,450,854千円（194.4％）増加の2,197,329千円となり自己資本比率は88.7％となりました。 

 この増加は、平成18年2月21日にジャスダック証券取引所に上場したことに伴い実施した公募増資1,202,500千円と当事 

 業年度における当期純利益（194,801千円）の計上が主な要因です。 

  

 ④キャッシュフローの状況 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況につきましては以下のとおりです。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローについては、前事業年度比大幅な増益になったものの売掛債権の増加等により前事 

 業年度の246,931千円の純収入から10,827千円の純支出に転じました。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、販売用ソフトウェア（UMLaut/J-XML)への投資加速により無形固定資産への支出

が大幅に増加し、前事業年度の14,346千円の純支出から107,970千円の純支出へと支出が大幅に増加いたしました。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、1,255,880千円の収入となりました。これは、ジャスダック証券取引所への上場

に伴う公募増資とその後の新株予約権等の行使によるものです。 

 以上の結果、当事業年度末における現金及び現金同等物の増加額は1,137,082千円となり、現金及び現金同等物の残高は

1,753,662千円（前事業年度末比184.4%増）となりました。 

  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

(1）主要な設備の新設 

当事業年度における設備投資の総額(無形固定資産及びその他の資産への投資を含む)は7,883千円であり、その

主な内容は以下のとおりです。 

（注） 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

(2）主要な設備の除却・売却等 

当事業年度において確定した主要な設備の除却及び売却は9,666千円であり、その主な内容は以下のとおりで

す。 

（注） 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

主要な設備投資の内容 投資金額（千円） 

 パソコン、サーバー及びその周辺機器 7,768 

 自社利用のソフトウェア 115 

主要な設備の除却及び売却の内容 除却及び売却金額(千円) 

 パソコン、サーバー及びその周辺機器の除却 6,954 

 ソフトウェアの除却 2,712 



２【主要な設備の状況】 

 （注）１．現在休止中の主要な設備はありません。 

２．上記金額に消費税等は含まれておりません。 

３．上記ソフトウェアは自社利用のソフトウェアを表示しており、販売用ソフトウェアは含まれておりません。

４．上記のほか、リース契約による主な賃借設備として以下のものがあり、いずれもリース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース契約であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設 

（注）上記オフィス増床（敷金・建物付属設備）については、オフィスの効率的な利用が推進できていることから平成

18年6月着手予定から平成19年6月着手予定に変更しております。 

  

(2）重要な設備の除却 

 設備の除却等の計画はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
(所在地) 

帳簿価額 

従業員数 
(人) 建物付属設備 

（千円） 

工具・器具及び
備品 
（千円） 

ソフトウエア 
（千円） 

敷金 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

(東京都中央区) 
15,437 20,154 2,020 104,049 141,662 113 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 台数 リース期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

本社 

(東京都中央区) 

コピー機及び 

シュレッダー 
一式 ５年 1,440 3,600 

事業所名 
(所在地) 

設備の 
内容 

投資予定額 

資金調達方法 着手年月 
完了予定 
年月 

完成後の 
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

 全社 

（東京都中央区） 
 什器の購入 49,000 13,108 

 自己資金及び増

資資金 

 平成17年

4月 

 平成19年

3月 
 ― 

 全社 

（東京都中央区） 

オフィス増床 

（敷金）  
36,000  ―  増資資金 

平成19年6

月  

 平成19年

8月 
 ― 

  全社 

（東京都中央区） 

 オフィス増床 

（建物付属設備） 
40,000  ―  増資資金 

平成19年6

月  

 平成19年

8月 
 ― 

合計 125,000   ― ― ― ― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）平成18年6月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、会社が発行する株式の総数は同日よ

り10,400株増加し、58,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

（注）1. 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。 

 2.「提出日現在発行数」欄には、平成18年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権等の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

①旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく株主総会特別決議による新株予約権の状況 

（平成14年6月26日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の一定の条件に該当し取締役会決議にて

消却した新株予約権の数及び権利行使した新株予約権の数を減じております。 

２．主な新株予約権の行使条件について 

(a) 各新株予約権を表象する新株予約権証券については、当該新株予約権の付与対象者（以下、「対象者」と

いう。）が新株予約権証券の発行を請求しない限り、当社はこれを発行しないものとする。なお、対象者

の請求に基づき当社が新株予約権証券を発行した場合であっても、新株予約権を権利行使するまでの間、

対象者はこれを継続的に保有するとともに、当社に預託する。 

(b）対象者が死亡した場合には、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、下記(c)記載の「新株

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 47,600 

計 47,600 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年3月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年6月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 14,526 14,621 ジャスダック証券取引所  注1 

計 14,526 14,621 － － 

  
事業年度末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数（個） 
296 (注)１ 217 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
296 (注)１ 217 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
44,400,000 

(注)１ 

32,550,000 

 (注)１ 

新株予約権の行使期間 
自平成16年６月27日 

至平成24年６月26日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  150,000 

資本組入額  75,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

全部又は一部につき、第三

者に対して譲渡、質入及び

一切の処分はできない。 

同左 



予 約 権割当契約」に定める条件による。 

 (c）上記のほか細目等については、平成14年6月26日開催の定時株主総会決議及び平成14年7月24日開催の取締

役会決議並びに平成15年1月23日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で平成14年7月25日及び平

成15年1月24日に締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  



（平成15年６月25日定時株主総会決議及び平成15年12月24日臨時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の一定の条件に該当し取締役会決議にて

消却した新株予約権の数及び権利行使した新株予約権の数を減じております。 

２．主な新株予約権の行使条件について 

(a）各新株予約権を表象する新株予約権証券については、当該新株予約権の付与対象者（以下、「対象者」と

いう。）が新株予約権証券の発行を請求しない限り、当社はこれを発行しないものとする。なお、対象者

の請求に基づき当社が新株予約権証券を発行した場合であっても、新株予約権を権利行使するまでの間、

対象者はこれを継続的に保有するとともに、当社に預託する。 

(b）対象者が死亡した場合には、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、下記(c)記載の「新株予約

権割当契約」に定める条件による。 

(c）上記のほか細目等については、平成15年６月25日開催の定時株主総会決議、平成15年12月24日開催の臨時

株主総会決議及び平成16年２月16日開催の取締役会決議並びに平成16年３月30日開催の取締役会決議に基

づき、当社と対象者との間で平成16年２月17日及び平成16年３月31日に締結した「新株予約権割当契約」

に定めるところによる。 

  
事業年度末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数（個） 
236 (注)１ 234 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
236 (注)１  234 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
18,880,000 

(注)１ 

18,720,000 

(注)１ 

新株予約権の行使期間 
自平成17年６月26日 

至平成25年６月25日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  80,000 

資本組入額 40,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

全部又は一部につき、第三

者に対して譲渡、質入及び

一切の処分はできない。 

同左 



（平成16年６月24日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の一定の条件に該当し、取締役会決議に

て消却した新株予約権の数等を減じております。 

２．主な新株予約権の行使条件について 

(a）各新株予約権を表象する新株予約権証券については、当該新株予約権の付与対象者（以下、「対象者」と

いう。）が新株予約権証券の発行を請求しない限り、当社はこれを発行しないものとする。なお、対象者

の請求に基づき当社が新株予約権証券を発行した場合であっても、新株予約権を権利行使するまでの間、

対象者はこれを継続的に保有するとともに、当社に預託する。 

(b）対象者が死亡した場合には、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、下記(c)記載の「新株予約

権割当契約」に定める条件による。 

(c）上記のほか細目等については、平成16年６月24日開催の定時株主総会決議及び平成16年10月20日開催の取

締役会決議並びに平成17年５月25日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で平成16年10月21

日及び平成17年５月26日に締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  
事業年度末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数（個） 
197 (注)１ 191 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
197 (注)１  191 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
29,550,000 

(注)１ 

28,650,000 

(注)１ 

新株予約権の行使期間 
自平成18年６月25日 

至平成26年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   150,000 

資本組入額   75,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

全部又は一部につき、第三

者に対して譲渡、質入及び

一切の処分はできない。 

同左 



（平成17年６月14日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の一定の条件に該当し、取締役会決議に

て消却した新株予約権の数等を減じております。 

２．主な新株予約権の行使条件について 

(a）各新株予約権を表象する新株予約権証券については、当該新株予約権の付与対象者（以下、「対象者」と

いう。）が新株予約権証券の発行を請求しない限り、当社はこれを発行しないものとする。なお、対象者

の請求に基づき当社が新株予約権証券を発行した場合であっても、新株予約権を権利行使するまでの間、

対象者はこれを継続的に保有するとともに、当社に預託する。 

(b）対象者が死亡した場合には、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、下記(c)記載の「新株予約

権割当契約」に定める条件による。 

(c）上記のほか細目等については、平成17年６月14日開催の定時株主総会決議及び平成17年12月21日開催の取

締役会決議に基づき、当社と対象者との間で平成17年12月22日に締結した「新株予約権割当契約」に定め

るところによる。 

  

②旧新株引受権付社債の状況 

商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成13年法律第129号）第19条第３項

の規定により新株予約権証券とみなされる新株引受権証券が存在しております。当該新株引受権の行使による株

式の発行価額の総額（以下、「発行価額の総額」という。）、新株引受権の行使により発行する株式の発行価格

（以下、「行使価格」という。）及び資本組入額は以下のとおりであります。 

  
事業年度末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数（個） 
445 (注)１ 440 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
445 (注)１ 440 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
66,750,000 

(注)１ 

66,000,000 

(注)１ 

新株予約権の行使期間 
自平成19年６月15日 

至平成27年６月14日 

自平成19年６月15日 

至平成27年６月14日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   150,000 

資本組入額   75,000 

発行価格   150,000 

資本組入額   75,000 

新株予約権の行使の条件 （注）２ （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

全部又は一部につき、第三

者に対して譲渡、質入及び

一切の処分はできない。 

全部又は一部につき、第三

者に対して譲渡、質入及び

一切の処分はできない。 

銘 柄 
（発行日） 

事業年度末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

発行価額の
総額(千円) 

行使価格
（円） 

資本組入額
（円） 

発行価額の
総額(千円) 

行使価格
（円） 

資本組入額
（円） 

第一回分離型無担保

新株引受権付社債 

(平成13年１月30日) 

6,350 50,000 25,000 5,500 50,000 25,000 



 （注）１．発行価額の総額は、平成13年１月15日開催の臨時株主総会及び平成13年１月22日開催の取締役会において決

議した発行価額の総額から、退職等の一定の条件に該当し消却した新株引受権の数及び権利行使した新株引

受権の数を減じております。 

２．主な新株引受権の行使条件については下記の(a)から(c)のとおりであり、その他の条件については平成13年

１月15日開催の臨時株主総会決議及び平成13年１月22日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象者との間

で平成13年１月31日に締結した「新株引受権付与契約」に定められております。 

(a) 新株引受権の全部又は一部につき、第三者に対して譲渡、質入れ及び一切の処分は認めない。 

(b) 対象者として新株引受権を付与された者は、新株引受権を権利行使するまでの間、継続的に保有するとと

もに、当社に預託しなければならない。 

(c) 対象者として新株引受権を付与された者が、未行使の新株引受権を有したまま権利行使期間中に死亡した

場合には、当社と付与対象者との間で締結される新株引受権付与契約の定める範囲において、相続人は新

株引受権を相続し、行使できるものとする。 

  



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）1．有償第三者割当 

発行株式数   4,300株  発行価格 150千円  資本組入額    75千円 

割当先及び割当数 WP Japan Holdings, L.L.C. 3,310株, TIS㈱ 330株, ㈱リクルート 330株, ㈱インター

ネットイニシアティブ 330株 

2．平成15年12月24日開催の臨時株主総会における資本金減少決議に基づく資本の欠損の填補及びその他資本剰

余金への振替であります。 

3．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格 650,000円  引受価額 601,250円  資本組入額 233,750円 

4．新株予約権等（ストックオプション）の行使による増加であります。 

 5．平成18年4月1日から平成18年5月31日までの間に、新株予約権等（ストックオプション）の行使により、発行

済株式数が95株、資本金が6,205千円及び資本準備金が6,213千円増加しております。 

年月日 
発行済株式
総数増減数
（株) 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

平成13年6月14日 

（注）1 
4,300 11,900 322,500 702,500 322,500 322,500 

平成16年１月26日 

（注）2 
― 11,900 △402,500 300,000 ― 322,500 

平成18年2月21日 

（注）3 
2,000 13,900 467,500 767,500 735,000 1,057,500 

平成18年2月21日～平

成18年3月31日  

 （注）4 

626 14,526 26,690 794,190 26,862 1,084,362 



(4）【所有者別状況】 

(5）【大株主の状況】 

  

 平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状
況 (株) 政府及び

地方公共
団体 

金融 
機関 

証券 
会社 

その他の 
法人 

外国法人等 
個 人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数（人) － 3 7 29 9 1 1,388 1,437 ― 

所有株式数

（株） 
－ 484 580 1,962 221 1 11,278 14,526 ― 

所有株式数

の割合

（％） 

－ 3.33 3.99 13.51 1.52 0.01 77.64 100.0 ― 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

 漆原 茂 東京都世田谷区 6,260 43.09 

 神林 飛志 東京都台東区 750 5.16 

 高橋 敬一 神奈川県横浜市中区 750 5.16 

 沖電気工業㈱ 東京都港区虎ノ門一丁目7番12号新虎ノ門ビル 600 4.13 

 TIS㈱ 東京都港区海岸1丁目14番5号TIS竹芝ビル 530 3.64 

 馬場 和広 神奈川県横浜市磯子区 450 3.09 

 松井証券㈱（一般信用口） 東京都千代田区麹町1-4 411 2.82 

 ㈱インターネットイニシア

ティブ 
東京都千代田区神田神保町1-105 330 2.27 

 大阪証券金融㈱（業務口） 大阪市中央区北浜2丁目4-6 292 2.01 

日立ソフトウェアエンジニ

アリング㈱ 
神奈川県横浜市鶴見区末広町一丁目1番地43 230 1.58 

計 － 10,603 72.99 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区       分 株 式 数 (株) 議決権の数(個) 内      容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株

式等) 
― ― ― 

議決権制限株式(その

他) 
― ― ― 

完全議決権株式(自己株

式等) 
― ― ― 

完全議決権株式(その

他) 
普通株式 14,526 14,526 

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 14,526 ― ― 

総株主の議決権 ― 14,526 ― 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称 

所有者の
住所 

自己名義
所有株式
数（株） 

他人名義
所有株式
数（株） 

所有株式
数の合計
（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、一定の決議及び条件のもとに新株引受権

の付与と新株予約権の割当を対象者に実施するものです。具体的な内容を回次で示すと以下のとおりでありま

す。 

①第１回 

日本証券業協会が定める当時の「登録前の第三者割当増資等及び特別利害関係者等の株式等の移動に関する細

則」第2条第12号に規定する成功報酬型ワラントとして、平成13年１月15日開催の臨時株主総会において特別

決議され、また平成13年１月22日開催の取締役会において決議されたものであります。当該制度の内容は、以

下のとおりであります。 

 （注） 当事業年度中に「新株引受権付与契約」に基づき権利喪失又は権利行使した対象者の数及びこれに係る新株予

約権の数、目的となる株式の数は記載しておりません。 

②第２回 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づいて、平成14年６月26日開催の定時株主総会特別決議及び平

成14年７月24日開催の取締役会決議により、下記のとおり新株予約権を当社従業員に割り当てております。当

該制度の内容は、以下のとおりであります。 

 （注） 当事業年度中に「新株予約権割当契約」に基づき権利喪失又は権利行使した対象者の数及びこれに係る新株予

約権の数、目的となる株式の数は記載しておりません。 

決議年月日 平成13年１月15日 

付与対象者の区分及び人数（名） 従業員：6名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 従業員：127株（注） 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 
自平成13年１月31日 

至平成23年１月30日 

新株予約権の行使の条件 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
全部又は一部につき、第三者に対して譲渡、質入及び一切の処

分はできない。 

決議年月日 平成14年６月26日 

割当対象者の区分及び人数（名） 従業員：20名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 従業員：262株（注） 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



③第３回 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づいて、平成14年６月26日開催の定時株主総会特別決議及び平

成15年１月23日開催の取締役会決議により、下記のとおり新株予約権を当社従業員に割り当てております。当

該制度の内容は、以下のとおりであります。 

 （注） 当事業年度中に「新株予約権割当契約」に基づき権利喪失又は権利行使した対象者の数及びこれに係る新株予

約権の数、目的となる株式の数は記載しておりません。 

④第４回 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づいて、平成15年６月25日開催の定時株主総会特別決議及び平

成15年12月24日開催の臨時株主総会特別決議及び平成16年２月16日開催の取締役会決議により、下記のとおり

新株予約権を当社従業員に割り当てております。当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

 （注） 当事業年度中に「新株予約権割当契約」に基づき権利喪失又は権利行使した対象者の数及びこれに係る新株予

約権の数、目的となる株式の数は記載しておりません。 

決議年月日 平成14年６月26日 

割当対象者の区分及び人数（名） 従業員：6名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 従業員：34株（注） 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成15年６月25日（定時）及び平成15年12月24日（臨時） 

割当対象者の区分及び人数（名） 従業員：17名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 従業員：85株（注） 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



⑤第５回 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づいて、平成15年６月25日開催の定時株主総会特別決議、平成

15年12月24日開催の臨時株主総会特別決議及び平成16年３月30日開催の取締役会決議により、下記のとおり新

株予約権を監査役、外部コンサルタント及び従業員に割り当てております。当該制度の内容は、以下のとおり

であります。 

 （注） 当事業年度中に「新株予約権割当契約」に基づき権利喪失又は権利行使した対象者の数及びこれに係る新株予

約権の数、目的となる株式の数は記載しておりません。 

⑥第６回 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づいて、平成16年６月24日開催の定時株主総会特別決議及び平

成16年10月20日開催の取締役会決議により、下記のとおり新株予約権を従業員に割り当てております。当該制

度の内容は、以下のとおりであります。 

 （注） 当事業年度中に「新株予約権割当契約」に基づき権利を喪失した対象者の数及びこれに係る新株予約権の数、

目的となる株式の数は記載しておりません。 

決議年月日 平成15年６月25日（定時）及び平成15年12月24日（臨時） 

割当対象者の区分及び人数（名） 

監査役：2名 

外部コンサルタント：１名 

従業員：１名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 

151株 

うち、監査役：120株 

外部コンサルタント：30株 

従業員：1株(注) 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成16年６月24日（定時） 

割当対象者の区分及び人数（名） 従業員：18名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 従業員：73株（注） 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



⑦第７回 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づいて、平成16年６月24日開催の定時株主総会特別決議及び平

成17年５月25日開催の取締役会決議により、下記のとおり新株予約権を従業員に割り当てております。当該制

度の内容は、以下のとおりであります。 

 （注） 当事業年度中に「新株予約権割当契約」に基づき権利を喪失した対象者の数及びこれに係る新株予約権の数、

目的となる株式の数は記載しておりません。 

⑧第８回 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づいて、平成17年６月14日開催の定時株主総会特別決議及び平

成17年12月21日開催の取締役会決議により、下記のとおり新株予約権を取締役及び従業員に割り当てておりま

す。当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

 （注） 当事業年度中に「新株予約権割当契約」に基づき権利を喪失した対象者の数及びこれに係る新株予約権の数、

目的となる株式の数は記載しておりません。 

決議年月日 平成16年６月24日（定時） 

割当対象者の区分及び人数（名） 従業員：39名(注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 従業員：124株(注) 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成17年６月14日（定時） 

割当対象者の区分及び人数（名） 
取締役：3名 

従業員：98名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 
取締役：90株 

従業員：355株（注） 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当する事項はありません 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注）１．平成18年6月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、会社法第165条第2項の規定

により、取締役会の決議をもって自己株式を取得することができる。」旨を定款で定めています。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当する事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当する事項はありません。 

３【配当政策】 

(1）利益配分の基本方針 

 当社は、これまで基幹事業であるナレッジベース・ソリューション事業の基盤を築くため積極的な先行投資を優

先し、配当は行ってきておりません。しかし、株主への利益配分は重要な経営課題の１つとして認識しており、今

後当社の展開する各事業の事業ステージを勘案した上で、配当や既存事業あるいは新規事業への積極的な投資を通

じての株主利益最大化に努めていきたいと考えています。 

(2）内部留保資金の使途 

 現時点では、当社の展開している各事業は投資ステージ（プロダクトベース・ソリューション事業）もしくは成

長ステージ（ナレッジベース・ソリューション事業）にあると認識しており、今後特にプロダクトベース・ソリュ

ーション事業への積極的な投資を続ける予定であります。したがって、内部留保資金についても、当面利益配当で

はなく、これらの投資あるいは成長ステージにある事業への積極的な先行投資の原資と位置づけております。 

  平成18年6月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議  －     －       －  



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成18年2月21日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成18年2月21日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － － － － － 2,470,000 

最低（円） － － － － － 860,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） － － － － 1,800,000 2,470,000 

最低（円） － － － － 860,000 1,510,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

代表取締役 

社長 
－ 漆原 茂 昭和40年２月24日生 

昭和62年 4月 沖電気工業(株) 入社 

平成元年 9月 スタンフォード大学 コンピューター

システム研究所 客員研究員 

平成11年 4月 沖電気工業(株) システムソリューシ

ョングループ 

平成12年 4月 同社 システムソリューションカンパ

ニー 

平成12年 7月 当社代表取締役社長就任（現任） 

6,260 

取締役 
プロジェクト

遂行担当 
馬場 和広 昭和31年５月14日生 

昭和54年 4月 日立コンピュータコンサルタント(株)

入社 

昭和59年10月 日航情報開発(株)入社 

平成13年 2月 当社入社 ディレクター 

平成15年12月 当社取締役就任（現任） 

450 

取締役 
営業・事業開

発担当 
神林 飛志 昭和45年５月２日生 

平成 6年 4月 中央監査法人（現中央青山監査法人）

入所 

平成10年 5月 公認会計士登録 

平成10年 6月 株式会社カスミ入社 

平成12年 5月 同社取締役 

平成12年10月 当社取締役就任（現任） 

平成14年 5月 株式会社カスミ顧問  

平成15年11月 日本アジア投資株式会社顧問  

750 

取締役 
CFO・管理企画

担当 
高橋 敬一 昭和45年10月12日生 

平成6年 10月 中央監査法人（現中央青山監査法人）

入所 

平成10年 4月 公認会計士登録 

平成12年10月 当社入社 ディレクター 

平成14年 6月 当社財務担当執行役員 

平成15年12月 当社取締役就任（現任） 

750 

常勤監査役 － 原 恒樹 昭和20年１月４日生 

昭和42年 4月 (株)日本興業銀行入行 

平成 6年12月 同行本店 計量システム開発部長 

平成 9年 5月 シティバンク,エヌ・エイ入社 

平成10年 1月 同行 グローバルコーポレートバンキ

ング法人本部長 

平成13年 9月 当社入社 シニアアドバイザー 

平成14年 6月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役 － 鈴木 明 昭和16年11月２日生 

昭和39年 4月 Bell＆Howell Japan 入社 

昭和47年 4月 ITT Asia Pacific 入社 

昭和55年 7月 同社 代表取締役社長 

昭和61年 3月 Harting Elektric Japan 代表取締

役社長 

平成2年 6月 Rockwell International Japan Digit

al Communication Group 代表取締役 

平成7年10月 Rockwell International Japan 代表

取締役社長 

平成12年3月 Reliance Japan代表取締役会長 兼

任 

平成15年3月 Rockwell Automation Japan Co., Lt

d.相談役 

平成15年7月 STABILUS Japan Corporation相談役就

任（現任） 

平成15年12月 当社監査役就任（現任） 

－ 

 監査役 －  山田真美 昭和43年8月5日生 

平成8年4月 弁護士登録 

東京永和法律事務所入所 

平成11年2月 フレッシュフィールズ法律事務所（現

フレッシュフィールズブルックハウス

デリンガー法律事務所）入所 

平成17年1月 骨董通り法律事務所パートナー（現

任） 

平成18年6月  当社監査役就任（現任） 

－ 

        計  8,210



 （注）監査役鈴木明氏及び山田真美氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

  



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）基本的な考え方 

当社は、株主や取引先等のステークホルダーを始め社会一般からも信頼される企業となるべく、法令遵守の徹底

と、経営理念に基づいた適切な業務運営を行うための実効性あるコーポレート・ガバナンスの充実を、経営上の

重要な課題と位置づけております。そのために、当社では従来から以下に記述します内部統制のための組織とプ

ロセスを構築・維持してきております。今後も、引き続き経営環境の変化に適切かつ機動的に対応できる組織と

株主重視の公正かつ透明性の高い意思決定プロセスの導入を図ってまいる所存です。 

(2）会社の機関の基本説明 

当社は監査役設置会社であり、当該制度の実効性を確保するため、取締役の任期を1年とするとともに、社外監

査役、常勤監査役、内部監査室及び外部監査法人が常に連携し、経営に関する意思決定及び業務執行に対する監

視を行っております。 

    (3) 会社の機関・内部統制の関係についての図表 

(平成18年3月31日現在） 

   (4) 会社の機関の内容 

① 取締役会 

 当社の取締役会は取締役４名から構成されており、会社の経営上の意思決定機関として、取締役会規則に従っ

て、会社の経営方針や経営戦略、事業計画、重要な組織や人事などの経営上の重要事項について審議し意思決定

を行うほか、取締役による職務執行を監督しております。取締役会は、毎月１回の定時会のほか、必要に応じて

臨時会を随時開催しております（当期においては、計17回開催しております）。取締役会には、全取締役のほか

全監査役も出席し、必要な意見の表明その他取締役の職務執行の監督にあたっております。 

② 監査役 

 当社は監査役設置会社であり、現在のところ、監査役は２名（うち社外監査役１名）であります。監査役は、

月１回定期的に監査役協議会を開催して、監査の方針や監査計画の策定等の監査役監査に関わる事項に関して、

監査役間で幅広く情報交換を行って監査の精度向上に努めており、内部監査室等の関連部署や監査法人とも適宜

連携して取締役の職務執行を監督する体制を整えております。具体的には、内部監査室との間では、日常的な情

報交換や定期的な監査役監査時のヒアリングを通じて、又、監査法人との間では監査実施の都度の情報交換を通

じて連携を図っております。 



  ③ マネジメント・コミッティ 

マネジメント・コミッティは、週1回開催され、取締役、常勤監査役及び部長を始めとする管理職従業員が出席

し、取締役会で決定された経営方針等の伝達のほか、営業報告、予算、事業計画、規程の制定・改廃、組織改

変、人事、その他の管理職間で必要な事項につき情報共有を行っております。マネジメント・コミッティは意思

決定機関である取締役会と業務執行の現場である業務執行各部門とをつなぐ情報共有の場であるという意味で重

要な会議体であります。 

  ④ 内部監査室 

内部監査規程に基づいて、社長直轄の内部監査室（専任1名）が、当社の業務執行の重要な部分であるプロジェク

ト関連業務を含む内部統制組織全体の有効性の評価、分析、改善指導を定期又は随時に行っております。 

 (5) 内部統制システム（法令遵守並びにコーポレートガバナンス）及びリスク管理体制の整備状況 

当社では、内部統制システムの構築・維持が、法令遵守の徹底とコーポレートガバナンスの充実を図るための重要

な経営課題であると認識しております。法令遵守につきましては、管理企画部による役職員の教育・啓蒙をはかる

とともに、内部監査室が法令遵守状況を定期的に監査しその結果を取締役会等に適宜報告しております。他方、コ

ーポレートガバナンスにつきましては、取締役の任期を1年としているほか、社外監査役の選任及び監査法人によ

る外部監査を導入しており、取締役の業務執行に対する重層的な監視・監督を行っております。次に、当社のリス

ク管理体制としては、プロジェクト関連の事業活動に関するリスクについては担当事業部のレビューと内部監査室

による随時の監査を通じてリスク管理を図っております。また、その他の業務リスクについては、内部監査室が監

査計画に基づいて定期的に内部監査を実施し、監査法人とも連携してリスクのあぶり出しと改善点の指摘を行って

おります。いずれのリスクにつきましても、取締役、常勤監査役及び管理職従業員により構成されるマネジメン

ト・コミッティで情報と認識を共有することにより適切な管理を図っております。 

 (6) 内部監査の状況 

当社の内部監査は、社長直轄の専任部署である内部監査室（専任1名）が、年4回の定期監査及び必要性に応じて行

う臨時監査を通して行っております。内部監査室長は年初に監査計画を立案し社長がこれを承認しております。内

部監査の具体的な結果は、監査報告書として社長に報告され、社長の指示に基づいて内部監査室長から被監査部門

に対して要改善事項が伝達されます。その改善状況については、内部監査室が継続的にレビューしております。監

査役及び監査法人は、内部監査の結果について内部監査室と情報共有を図っており、各々の監査業務の資料のひと

つとして活用しております。  

 (7) 監査役監査の状況 

監査役は、年初に監査役協議会において監査計画書を策定しております。この計画に従って、各監査役が、経営か

ら管理、プロジェクト遂行、営業に至るまでのすべての業務及び会計を対象として、取締役、内部監査室長及び管

理職従業員からのヒアリング、帳簿・帳票類の閲覧、監査法人との会議等を通じて監査を行っております。また、

監査役は社外監査役も含めて全員が取締役会に出席するほか、常勤監査役は毎週1回のマネジメント・コミッティを

通じて業務の執行に関する情報の収集に努めております。各監査役が収集した情報はつど電子メール等で相互に連

絡されるほか、毎月1回の監査役協議会において報告され情報共有が図られております。 

 (8) 会計監査の状況 

当社は、会計処理及び会計データ関連の内部統制の適正性を担保するため、中央青山監査法人と監査契約を締結し

て、半期及び年度の決算につきそれぞれ会計監査を受けております。当社の会計監査業務を執行しております公認

会計士は友田和彦氏及び手塚正彦氏であり、いずれも中央青山監査法人に所属しております。また、当社の会計監

査業務に係る補助者は、公認会計士5名、会計士補3名であります。 

 (9) 社外監査役との関係 

当社と社外監査役である鈴木明氏との間には、平成16年3月31日付新株予約権割当契約に基づく新株予約権20個を同

人に割り当てていることを除き、特別な利害関係はありません。 

 (10) 役員報酬及び監査法人に対する監査報酬の内容 

平成18年3月期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりです。 

      取締役に対する報酬      74,700千円（注） 

      監査役に対する報酬      10,200千円 

      （注）当社の取締役はいずれも社内取締役であります。 

平成18年3月期における監査法人に対する監査報酬は、以下のとおりです。 

      公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 6,500千円 

      上記以外の業務にかかる報酬額                       1,880千円（注） 

      （注）当社の株式公開準備への助言業務に係る報酬額であります。 

(11)  コーポレートガバナンスに関し、事業年度末以降に発生した重要な事象  

① 当社は、平成18年6月29日の株主総会終結時をもって会社法上の「大会社」となり、監査役会制度を導入し、

社外監査役を新たに1名追加して選任するとともに（監査役合計3名、うち2名が社外監査役）、中央青山監査法人



を会計監査人として選任いたしました。 その結果、当社の機関・内部統制の関係については以下のとおりとなっ

ております。 

  

② また、当社では、平成18年5月、取締役会において、内部統制基本方針及び関連諸規程の整備を行いました。そ

の中で、法令遵守体制に関する憲章を定めて社外に開示しているほか、役職員による法令及び社内規程の遵守のた

めの行動規範を定め、管理企画部を統括責任部署と定めて役職員教育の徹底を図り、内部監査室が法令遵守状況の

監査を行い、その結果を取締役会等に適宜報告する体制を整備いたしました。加えて、常勤監査役及び社外監査役

を法令遵守に関する内部通報窓口として定め、通報者の利益を守りつつ法令遵守に関する情報の集約及び迅速な是

正に備えております。さらに、内部統制に関する規程として、リスク管理規程及び文書管理規程を新たに制定し、

当社の業務において想定されるリスクの管理責任の所在、管理方法及びリスクが顕在化した際の対処方法について

定めるとともに、社内の重要な意思決定の記録保管の徹底を図ることも定めました。 

③ なお、新たに選任された社外監査役は法律専門家（弁護士）であり、上記の内部統制体制が円滑に運営・改善

されるよう適切な監督・助言が得られるだけの陣容を整えております。 

  



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（自平成16年４月１日至平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きによ

り、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（自平成16年４月１日至平成17年３月31日）及び当

事業年度（自平成17年４月１日至平成18年３月31日）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けてお

ります。 

 なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成18年１月17日提出の有価証券届出書に添付されたものによっておりま

す。 

３ 連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金    616,580 1,753,662   

２．売掛金    148,844 422,906   

３．仕掛品    20,432 －   

４．前払費用    22,057 22,055   

５. 繰延税金資産    － 50,172   

６．その他    3,760 4,326   

流動資産合計    811,674 83.7 2,253,122 90.9 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物付属設備  38,062 38,062     

  減価償却累計額  19,193 18,868 22,625 15,437   

２．工具・器具及び備品  78,554 79,367     

  減価償却累計額  51,299 27,255 59,212 20,154   

有形固定資産合計    46,123 4.8 35,591 1.4 

(2）無形固定資産        

１．電話加入権    1,019 1,019   

２．ソフトウェア    5,983 78,344   

３．商標権    1,242 1,071   

無形固定資産合計    8,245 0.8 80,434 3.3 

(3）投資その他の資産        

１．敷金    104,049 104,049   

２．繰延税金資産     － 4,972   

投資その他の資産合計    104,049 10.7 109,022 4.4 

固定資産合計    158,419 16.3 225,048 9.1 

資産合計    970,093 100.0 2,478,171 100.0 

         
 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．未払金     56,654 44,330   

２．未払費用     46,868 68,073   

３．前受金     － 803   

４．未払法人税等     9,661 73,540   

５．未払事業所税     1,061 3,158   

６．未払消費税等     24,204 19,838   

７．預り金     4,938 5,965   

８．賞与引当金     73,759 63,704   

９．品質保証引当金     6,160 1,363   

10．新株引受権     311 63   

流動負債合計     223,618 23.1 280,841 11.3 

負債合計     223,618 23.1 280,841 11.3 

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 *１   300,000 30.9 794,190 32.1 

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金   322,500 1,084,362     

２．その他資本剰余金         

(1）資本金減少差益   50,193 50,193     

資本剰余金合計     372,693 38.4 1,134,555 45.8 

Ⅲ 利益剰余金         

１．当期未処分利益 *２ 73,782 268,584     

利益剰余金合計     73,782 7.6 268,584 10.8 

資本合計     746,475 76.9 2,197,329 88.7 

負債・資本合計     970,093 100.0 2,478,171 100.0 

          



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    1,485,712 100.0 1,582,433 100.0 

Ⅱ 売上原価    896,786 60.4 835,378 52.8 

売上総利益    588,926 39.6 747,055 47.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１. 役員報酬  98,229 84,900     

２. 給与手当  93,512 128,473     

３. 人材派遣費  4,774 1,503     

４. 賞与  10,640 9,058     

５. 賞与引当金繰入額  14,962 8,471     

６. 法定福利費  22,353 22,246     

７. 福利厚生費  2,805 2,500     

８. 採用費  74,814 80,411     

９. 賃借料  20,961 20,961     

10. 共益費  6,327 6,461     

11. 減価償却費  3,194 2,411     

12. リース料  2,120 2,102     

13. 広告宣伝費  9,793 10,288     

14. 支払報酬  12,862 18,780     

15. 販売促進費  223 －     

16. 旅費交通費  8,404 8,055     

17. 通信費  11,093 10,775     

18. 消耗品費  14,175 6,534     

19. 接待交際費  7,053 7,392     

20. 貸倒引当金繰入額  △214 －     

21. 研究開発費 *１ 66,436 45,792     

22. その他  22,954 507,479 34.2 30,207 507,330 32.1 

営業利益    81,446 5.5 239,725 15.1 

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  5 5     

２．新株引受権戻入益  2 75     

３．その他  2 10 0.0 29 110 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  55     －     

２. 新株発行費  －     4,407     

３．公開関連費用  － 55 0.0 26,671 31,078 2.0 

経常利益    81,402 5.5 208,756 13.2 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 *２ 199 199 0.0 － － － 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 *３ 3,769 3,769 0.3 1,903 1,903 0.1 

税引前当期純利益    77,832 5.2 206,852 13.1 

法人税、住民税及び
事業税 

 4,050     67,195     

法人税等調整額  － 4,050 0.3 △55,144 12,051 0.8 

当期純利益    73,782 4.9 194,801 12.3 

前期繰越利益    － 73,782   

当期未処分利益    73,782 268,584   

         



製造原価明細書及び売上原価明細書 

 ①製造原価明細書 

  

 （脚注） 

  

    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費  *2 608,300 67.5 － － 

Ⅱ 外注費  143,742 15.9 － － 

Ⅲ 経費  149,789 16.6 － － 

 当期総製造費用  901,831 100.0 － － 

 期首仕掛品たな卸高  81,656 －   

 合計   983,487 －   

 期末仕掛品たな卸高   66,269 －   

 他勘定振替高 *3 20,432 －   

 当期製品製造原価  896,786 －   

     

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 1 原価計算の方法は、プロジェクト別実際個別原価計

算を採用しております。 

 1   ― 

*2 労務費には次の費目が含まれております。 

   賞与引当金繰入額 57,516千円 

*3  他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 研究開発費（販売費及び一般管理費） 20,432千円 

  

*2  ― 

  

*3    ―  



  ②売上原価明細書  

  

 （脚注） 

    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費  *2 －   686,141 74.6 

Ⅱ 外注費  －   90,494 9.8 

Ⅲ 経費  －   143,876 15.6 

 当期総製造費用  －   920,512 100.0 

 期首仕掛品たな卸高  － 20,432   

合計  － 940,945   

 期末仕掛品たな卸高   － －   

 他勘定振替高 *3 － 124,539   

 当期製品製造原価  － 816,405   

 当期商品仕入高   － 550   

 ソフトウェア減価償却費  － 18,422   

 売上原価  － 835,378   

     

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 1   ―  1 原価計算の方法は、プロジェクト別実際個別原価計

算を採用しております。 

*2  ― 

*3    ― 

*2 労務費には次の費目が含まれております。 

 賞与引当金繰入額 49,799千円 

*3  他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 研究開発費（販売費及び一般管理費） 45,792千円 

 ソフトウェア            78,746千円  



③【キャッシュ・フロー計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１. 税引前当期純利益  77,832 206,852 

２. 減価償却費  24,060 39,069 

３. 新株引受権戻入益  △2 △75 

４. 貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

 △214 － 

５. 賞与引当金の増減額
（減少：△） 

 595 △10,055 

６. 品質保証引当金の増
減額（減少：△） 

 △1,975 △4,796 

７. 受取利息  △5 △5 

８. 支払利息  55 － 

９. 固定資産売却益  △199 － 

10. 固定資産除却損  3,769 1,903 

11. 売上債権の増減額
（増加：△） 

 46,275 △274,061 

12. たな卸資産の増減額
（増加：△） 

 61,224 20,432 

13. 前払費用の増減額
（増加：△） 

 △2,258 1 

14. その他資産の増減額
（増加：△） 

 △321 △566 

15. 未払金の増減額（減
少：△） 

 28,653 △7,030 

16. 未払費用の増減額
（減少：△） 

 16,601 21,251 

17. 未払消費税等の増減
額（減少：△） 

 18,377 △4,365 

18. 前受金の増減額（減
少：△） 

 △30,597 803 

19. 預り金の増減額（減
少：△） 

 30 1,027 

20. 未払法人税等の増減
額（減少：△） 

 5,611 734 

21．未払事業所税の増減
額（減少：△） 

 － 2,097 

小計  247,511 △6,782 

 



    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

22. 利息の受取額  5 5 

23. 利息の支払額  △55 － 

24. 法人税等の支払額  △530 △4,050 

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

 246,931 △10,827 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１. 有形固定資産の取得
による支出 

 △14,495 △13,108 

２. 無形固定資産の取得
による支出 

 △746 △94,861 

３. 有形固定資産売却に
よる収入 

 895 － 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △14,346 △107,970 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

 １．株式の発行による収入  － 1,202,500 

 ２．ストックオプションの
行使による収入 

 － 53,380 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 － 1,255,880 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

 232,585 1,137,082 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 383,994 616,580 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
期末残高 

*１ 616,580 1,753,662 

     



④【利益処分計算書】 

    
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年6月14日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年6月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（当期未処分利益の処分）     

Ⅰ 当期未処分利益     73,782 268,584 

Ⅱ 利益処分額     － －

Ⅲ 次期繰越利益     73,782 268,584 

      

（その他資本剰余金の処分）     

Ⅰ その他資本剰余金     50,193 50,193 

Ⅱ その他資本剰余金処分
額 

    － －

Ⅲ その他資本剰余金 
次期繰越額 

    
50,193 50,193 

  



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）たな卸資産 

仕掛品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(1）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額は、法

人税法の規定と同一のものを採用して

おります。 

 また、少額の減価償却資産（取得価

額10万円以上20万円未満の減価償却資

産）については、事業年度毎に一括し

て３年間で均等償却しております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数は、ソフトウェア

（自社利用）については社内における

利用可能期間（５年）、その他の無形

固定資産については法人税法の規定と

同一のものを採用しております。 

 また、少額の減価償却資産（取得価

額が10万円以上20万円未満の減価償却

資産）については、事業年度毎に一括

して３年間で均等償却しております。 

(2) 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

 販売見込期間（３年）における見込

販売収益に基づく償却額と残存有効期

間（３年）に基づく均等配分額を比較

し、いずれか大きい金額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

 当事業年度から、市場販売目的で開

発したソフトウェアの販売を開始した

ことに伴い、市場販売目的ソフトウェ

アの減価償却に関する会計方針を、上

記のとおり定めております。 

その他の無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数は、ソフトウェア

（自社利用）については社内における

利用可能期間（５年）、その他の無形

固定資産については法人税法の規定と

同一のものを採用しております。 

 また、少額の減価償却資産（取得価

額が10万円以上20万円未満の減価償却

資産）については、事業年度毎に一括

して３年間で均等償却しております。 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．繰延資産の処理方法 ―  新株発行費は、発生時に全額費用と

して処理しております。  

 平成18年２月21日に実施いたしまし

た有償一般募集（ブックビルディング

方式による募集）による新株式発行

（2,000株）は、引受証券会社が引受価

額で引受を行い、これを引受価額と異

なる募集価額で一般投資家に販売する

スプレッド方式の売買引受契約によっ

ております。  

 スプレッド方式では、募集価額と引

受価額との差額97,500千円が事実上の

引受手数料となりますので、引受証券

会社に対する引受手数料の支払はあり

ません。このため、新株発行費に引受

手数料は含まれておりません。 

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 営業債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

に基づき計算した額を、貸倒懸念債権

等の債権については個別に回収可能性

を勘案し計算した回収不能見込額を計

上しております。 

 なお、当事業年度においては、貸倒

懸念債権等に該当する債権はなく、ま

た一般債権に適用される貸倒実績率が

ゼロであるため、計上しておりませ

ん。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

 (2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 品質保証引当金 

 瑕疵担保期間において、契約に従い

顧客に対して無償で役務提供を実施す

る場合があります。このような売上計

上後の追加原価に備えるため、過去の

実績率に基づき計算した額及び個別に

追加原価の発生可能性を勘案し計算し

た見積り額を計上しております。 

(3) 品質保証引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4) 受注プロジェクト損失引当金 

 受注したプロジェクトの損失に備え

るため、手持ち受注プロジェクトのう

ち当事業年度末で大幅な損失が確実視

され、かつ、その金額を合理的に見積

もることができるプロジェクトについ

て、次期以降に発生が見込まれる損失

を引当計上しております。なお、受注

プロジェクト損失引当金計上対象案件

のうち、当事業年度末の仕掛品残高が

当事業年度末の手持ち受注金額を既に

上回っているプロジェクトについて

は、その上回った金額を仕掛品から直

接減額し、受注プロジェクト損失引当

金には含めておりません。 

 なお、当事業年度末においては、当

該引当金の計上基準に該当するプロジ

ェクトがなかったため、計上しており

ません。 

(4) 受注プロジェクト損失引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金、

及び容易に換金可能でありかつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない有

価証券から成っております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ―  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日））を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）法人事業税 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する当事業年度より外形標準課税

制度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企

業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人

事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。この結果、販売費

及び一般管理費は5,611千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は同額減少しております。 

  

 ― 

(2）ＢＵ長に関する人件費等 

 従来、ＢＵ長（ビジネスユニット長）に関する人件

費等は製造費用として処理しておりましたが、当事業

年度よりその職責は形式的にも実質的にも「事業開

発」「組織管理・育成」に重点をおいた活動としたた

め、これを機に当事業年度から販売費及び一般管理費

として計上しています。この結果、従来と同一の方法

によった場合に比べ、売上原価は50,828千円減少して

おります。また、販売費及び一般管理費は52,344千円

増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は

1,515千円減少しております。 

  

 ― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

*１. 会社が発行する株式および発行済株式総数 

会社が発行する株式 

普通株式 30,400株 

発行済株式総数 

普通株式 11,900株 

*１. 会社が発行する株式および発行済株式総数 

会社が発行する株式 

普通株式    47,600株 

発行済株式総数 

普通株式    14,526株 

*２. 資本金による欠損填補 

 平成15年12月24日開催の臨時株主総会決議に基づき

下記の欠損填補を行っております。 

資本金 262,392千円 

*２. 資本金による欠損填補 

  

                ― 

３. 当社は運転資金の効率的且つ機動的な調達を行うた

め、取引銀行と当座貸越契約を締結しています。 

 当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未

実行残高は次のとおりです。 

３. 当社は運転資金の効率的且つ機動的な調達を行うた

め、取引銀行と当座貸越契約を締結しています。 

 当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未

実行残高は次のとおりです。 

当座貸越極度額 200,000千円 

借入実行残高 ― 

差引額 200,000千円 

当座貸越極度額 200,000千円 

借入実行残高 ―  

差引額 200,000千円 



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

*１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、66,436千円であります。 

*１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、45,792千円であります。 

*２ 固定資産売却益は、工具・器具及び備品199千円で

あります。 

*２  ― 

*３ 固定資産除却損は、工具・器具及び備品1,122千

円、建物付属設備1,145千円及びソフトウェア1,501千

円であります。 

*３ 固定資産除却損は、工具・器具及び備品854千円、

ソフトウェア1,049千円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

*１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

       （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金   616,580千円 

   現金及び現金同等物  616,580千円 

*１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

       （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金  1,753,662千円 

   現金及び現金同等物 1,753,662千円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

     当事業年度は有価証券に関する取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

 当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

   当事業年度は有価証券に関する取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

    前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

     当事業年度はデリバディブに関する取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

    当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

     当事業年度はデリバディブに関する取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具・器具及
び備品 

7,200 2,160 5,040 

合計 7,200 2,160 5,040 

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具・器具及
び備品 

7,200 3,600 3,600

合計 7,200 3,600 3,600

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法にて算定しております。 

（注） 同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 1,440千円

１年超 3,600千円

合計 5,040千円

１年内 1,440千円

１年超 2,160千円

合計 3,600千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法にて算定しておりま

す。 

（注） 同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 1,440千円

減価償却費相当額 1,440千円

支払リース料 1,440千円

減価償却費相当額 1,440千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によって算定しております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 （減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（退職給付関係） 

    前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社には、退職給付制度が存在しないため該当する事項はありません。 

    当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社には、退職給付制度が存在しないため該当する事項はありません。 

  

（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

    前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、持分法を適用すべき関連会社をもっておりませんので、該当する事項はありません。 

      当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

   当社は、持分法を適用すべき関連会社をもっておりませんので、該当する事項はありません。 

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１. 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 
（千円） 

１. 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 
（千円） 

繰越欠損金 37,520

賞与引当金繰入超過額 30,012

品質保証引当金繰入超過額 2,506

未払費用否認 15,622

その他 431

繰延税金資産小計 86,093

評価性引当金 △86,093

繰延税金資産合計 －

賞与引当金繰入超過額 25,921

品質保証引当金繰入超過額 554

未払費用否認 15,339

減価償却費超過額 4,972

納税充当金（事業税） 7,071

その他 1,285

繰延税金資産合計 55,144

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主な項目の内訳 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主な項目の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.5％

未払事業税否認 △0.4％

住民税均等割等 5.2％

評価性引当額 △39.8％

税効果会計適用後の法人税等負担率 5.2％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 7.8％

住民税均等割等 1.1％

評価性引当金減少 △43.7％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等負担率 5.8％



【関連当事者との取引】 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

(注) 当社は銀行借入枠に対して代表取締役社長漆原茂より債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行って

おりません。 

  

 当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(注) 上記代表取締役社長漆原茂による当社銀行借入枠に対する債務保証は、取引銀行と漆原茂との合意により平成17

年４月14日をもって解消されております。 

属性 氏名 住所 

資本金
又は出
資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

役員の兼任等 事業上の関係 

役員 漆原 茂 ― ― 

当社代

表取締

役社長 

(被所有) 

63.1 
― ― 

当社銀行借入

枠に対する被

債務保証 

200,000 

被債務

保証 

(注) 

200,000 

属性 氏名 住所 

資本金
又は出
資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

役員の兼任等 事業上の関係 

役員 漆原 茂 ― ― 

当社代

表取締

役社長 

(被所有) 

43.1 
― ― 

当社銀行借入

枠に対する被

債務保証

(注） 

200,000 
― 

  
 ― 



（１株当たり情報） 

(注)１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 （注）なお、当事業年度の普通株式増加数の算定に当たっては、当社が平成18年２月21日に上場したため、平成18年２

月21日以降にのみ希薄化効果が生じたものとみなして算定しております。       

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 62,729円４銭 

１株当たり当期純利益金額 6,200円19銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権等の残高はありますが、当社

株式は非上場であり期中平均株価を把握できません

ので記載しておりません。 

１株当たり純資産額 151,268円75銭 

１株当たり当期純利益金額 16,023円84銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
15,829円82銭 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（千円） 73,782 194,801 

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

 普通株式に係る当期純利益 73,782 194,801 

 期中平均株式数（株） 11,900 12,157 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） ― ― 

 普通株式増加数（株） ― 149 

 （うち新株予約権等） （―） (149) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株引受権 

 株主総会決議日 

 平成13年１月15日 622個 

新株予約権 

 株主総会決議日 

 ①平成14年６月26日 510個 

 ②平成15年12月24日 357個 

 ③平成16年６月24日 105個 

― 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１. 新株予約権の発行 

 当社は、平成16年６月24日開催の当社第4回定時株主

総会の決議に基づき、平成17年５月25日開催の取締役

会にて下記の要領で商法第280条ノ20及び商法第280条

ノ21に基づく新株予約権の発行を決議し、翌日発行い

たしました。 

― 

  

（1）新株予約権の割当を受ける者 

 当社の従業員 

  

  

（2）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

 当社普通株式142株とする。但し、新株予約権発行

日以降に当社が株式分割（配当可能利益又は資本準

備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下

同様とする。）又は株式併合を行う場合には、新株

予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整さ

れるものとする。かかる調整は本新株予約権のうち

当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的

たる株式の数についてのみ行われる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 また、上記のほか、下記（6）に定める行使価額の

調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、

各新株予約権の行使により発行される株式の数は適

切に調整されるものとする。なお、調整の結果生じ

る１株未満の端数は切り捨てるものとする。但し、

かかる調整により各新株予約権の行使により発行さ

れる株式数がゼロとなる場合には、当社取締役会の

決議により株式数を調整することができる。 

  

  

  

  

（3）発行する新株予約権の総数 

 142個とする。なお、新株予約権１個の行使により

発行する株式数は1株とする。 

  

  

（4）各新株予約権の発行価額及び発行日 

 無償とする。発行日は、平成17年５月26日とす

る。 

  

  

（5）新株予約権の権利行使期間 

 平成18年６月25日から平成26年６月24日までとす

る。但し、当社の株券が店頭登録有価証券として日

本証券業協会に登録された日、またいずれかの証券

取引所に上場された日（以下、「公開日」とい

う。）以降に限り、新株予約権を行使できるものと

する。また、行使期間の最終日が当社の休業日にあ

たる場合には、その前営業日を最終日とする。 

  

  

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（6）新株予約権行使時に払込みをすべき金額 

 各新株予約権の権利行使により発行する当社普通

株式1株当りの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）は15万円とする。 

 行使価額は、新株予約権発行日後に株式分割（配

当可能利益又は資本準備金の資本組入れによる場合

も含むものとし、以下同様とする。）又は併合を行

う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り捨てるものと

する。 

調整後行使価格＝調整前行使価格×１／分割・併合の比率 

 また、新株予約権発行日後に、当社が時価（当社

の株式の公開前においては、時価をその時点におけ

る調整前行使価額に読み替えて、本号の規定を適用

する。）を下回る払込金額で新株式を発行（新株予

約権又は平成14年４月１日改正前商法第341条ノ８の

規定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権

の行使による場合を除く。）する場合には、次の算

式により調整される。調整により生じる1円未満の端

数は切り捨てるものとする。 

― 

  

  

  

  

調整後行使価格＝ 

調整前 

行使価格 
× 

既発行 

株式数 
＋ 
新発行株式数× １株当たり払込金額

新株発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新発行株式数 

  

 新株予約権発行日後に新株予約権（その権利行使

により発行される株式の発行価額が新株予約権発行

時の時価を下回る場合に限る。）を発行する場合に

も上記に準じて行使価額は調整されるものとする

（当社の株式の公開前においては、時価をその時点

における調整前発行価額に読み替えて、本号の規定

を適用する）。また、新株予約権発行日後に当社が

他社と吸収合併または新設合併を行う場合又は、そ

の他調整の必要が生じた場合にも行使価額は調整さ

れるものとする。 

  

（7）その他の権利行使の条件 

 当社取締役会の決議及びこれに基づき当社と対象

者との間で締結される新株予約権割当契約に従うも

のとする。 

  

  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

        工具・器具及び備品 パソコン、サーバー及びその周辺機器 7,768千円 

     ソフトウェア    自社利用のソフトウェア        115千円 

               市場販売目的のソフトウェア     94,746千円 

  

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

【資本金等明細表】 

 （注）資本金及び株式払込剰余金の当期増加額は、平成18年2月21日一般公募増資による新株式発行及び新株予約権等

（ストックオプション）の行使に伴う増加であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物付属設備 38,062  －  －  38,062 22,625 3,431 15,437 

工具・器具及び備品 78,554 7,768 6,954 79,367 59,212 14,013 20,154 

有形固定資産計 116,617 7,768 6,954 117,430 81,838 17,445 35,591 

無形固定資産               

電話加入権 1,019 －  －  1,019   －      －   1,019 

ソフトウェア 19,717 94,861 2,712 111,866 33,522 21,452 78,344 

商標権 1,713 － －  1,713 642 171 1,071 

無形固定資産計 22,450 94,861 2,712 114,599 34,164 21,623 80,434 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） （注） 300,000 494,190  － 794,190 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （注） （株） (11,900) (2,626)  － (14,526) 

普通株式 （千円） 300,000 494,190  － 794,190 

計 （株） (11,900) (2,626)  － (14,526) 

計 （千円） 300,000 494,190  － 794,190 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金） 

株式払込剰余金（注) 
（千円） 322,500 761,862  － 1,084,362 

（その他資本剰余金） 

資本金減少差益 
（千円） 50,193  －  － 50,193 

計 （千円） 372,693 761,862  － 1,134,555 



【引当金明細表】 

  （注）品質保証引当金の「当期減少額（その他）」は、無償メンテナンスの予測発生率と実績発生率の差異によるも

のであります。 

  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

賞与引当金 73,759 63,704 73,759  － 63,704 

品質保証引当金 6,160 1,363  － (注) 6,160 1,363 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

③ 仕掛品 

 該当事項はありません。 

  

④ 敷金 

区分 金額（千円） 

現金 193 

預金   

普通預金 1,753,468 

小計 1,753,468 

合計 1,753,662 

相手先 金額（千円） 

センチュリー・リーシング・システム(株) 105,000 

独立行政法人 産業技術総合研究所 84,000 

イーサポートリンク(株) 42,000 

(株)時事通信社 37,569 

ＫＤＤＩ(株) 15,750 

その他 138,587 

合計 422,906 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

148,844 1,661,555 1,387,493 422,906 76.6 63 

区分 金額（千円） 

敷金 104,049 

合計 104,049 



⑤ 未払金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

(株)アルゴ21 8,400 

(株)リクルートエージェント 6,284 

㈱東通メディア 4,200 

その他 25,445 

合計 44,330 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 当社は端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりません。また、定款の定めにより端株主は

利益配当金を受ける権利を有しております。なお、端株主の利益配当金に関する基準日は上記のとおりであり

ます。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行います。ただし、電子公告によることができない事故その他

のやむを得ない事由が生じた場合には、日本経済新聞に掲載いたします。 

公告掲載URL http://www.ulsystems.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には該当する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成18年１月17日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

    上記（1）の有価証券届出書の訂正届出書であります。 

 平成18年２月１日及び平成18年２月10日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年１月１７日

ウルシステムズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているウルシステムズ株式

会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャ

ッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ウルシステムズ株式

会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年５月25日開催の取締役会において商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21

に基づく新株予約権の発行を決議し、翌日発行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途

保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 友  田 和  彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 手  塚 正  彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

ウルシステムズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているウルシステムズ株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャ

ッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ウルシステムズ株式

会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 友  田  和  彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 手  塚  正  彦 

      


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の推移
	(4）所有者別状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1）定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2）資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	財務諸表等
	(1）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③キャッシュ・フロー計算書
	④利益処分計算書
	関連当事者との取引
	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2）主な資産及び負債の内容
	(3）その他

	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/81
	pageform2: 2/81
	form1: EDINET提出書類  2006/06/30 提出
	form2: ウルシステムズ株式会社(941811)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/81
	pageform4: 4/81
	pageform5: 5/81
	pageform6: 6/81
	pageform7: 7/81
	pageform8: 8/81
	pageform9: 9/81
	pageform10: 10/81
	pageform11: 11/81
	pageform12: 12/81
	pageform13: 13/81
	pageform14: 14/81
	pageform15: 15/81
	pageform16: 16/81
	pageform17: 17/81
	pageform18: 18/81
	pageform19: 19/81
	pageform20: 20/81
	pageform21: 21/81
	pageform22: 22/81
	pageform23: 23/81
	pageform24: 24/81
	pageform25: 25/81
	pageform26: 26/81
	pageform27: 27/81
	pageform28: 28/81
	pageform29: 29/81
	pageform30: 30/81
	pageform31: 31/81
	pageform32: 32/81
	pageform33: 33/81
	pageform34: 34/81
	pageform35: 35/81
	pageform36: 36/81
	pageform37: 37/81
	pageform38: 38/81
	pageform39: 39/81
	pageform40: 40/81
	pageform41: 41/81
	pageform42: 42/81
	pageform43: 43/81
	pageform44: 44/81
	pageform45: 45/81
	pageform46: 46/81
	pageform47: 47/81
	pageform48: 48/81
	pageform49: 49/81
	pageform50: 50/81
	pageform51: 51/81
	pageform52: 52/81
	pageform53: 53/81
	pageform54: 54/81
	pageform55: 55/81
	pageform56: 56/81
	pageform57: 57/81
	pageform58: 58/81
	pageform59: 59/81
	pageform60: 60/81
	pageform61: 61/81
	pageform62: 62/81
	pageform63: 63/81
	pageform64: 64/81
	pageform65: 65/81
	pageform66: 66/81
	pageform67: 67/81
	pageform68: 68/81
	pageform69: 69/81
	pageform70: 70/81
	pageform71: 71/81
	pageform72: 72/81
	pageform73: 73/81
	pageform74: 74/81
	pageform75: 75/81
	pageform76: 76/81
	pageform77: 77/81
	pageform78: 78/81
	pageform79: 79/81
	pageform80: 80/81
	pageform81: 81/81


